
第六次栗東市総合計画前期基本計画令和４年度実績 令和５年７月４日（火）
第１回栗東市総合計画審議会　参考資料３

政策１　経済の安心を生み出す
 ◆目標 経済活動が活発で、多様な就労環境があるまち

今年度の目標
現行の進捗状
況で目標の達
成が可能か

今年度の計画
（取り組み内容）

年度計画に
沿って事業が
進んでいるか

活動指標 計画値
中間値

（R4.9末）
実績値

主管課
自己評価

自己評価
（成果と課題）

施策1
地域経済の振興

　市内企業の生産性が向
上し、域内（市内）取引
が活発に行われ、地域経
済が活性化しています。

産業経済部/
商工観光労
政課

１ 地域経済循環の推
進
２ 人材確保・生産性
向上の支援

経済振興推進経費
中小企業情報発信事
業

先端設備等導入計画
認定件数：20件
魅力情報発信冊子の
掲載事業者数：80者

可能である

先端設備等導入計画
の認定
市内企業の魅力情報
発信冊子の作成

進んでいる
先端設備等
導入計画の
認定件数

20件 ７件 14件
２（計画通

り）

　市内金融機関や商工会等関係機
関の窓口でチラシを設置してもら
うなど周知を図りました。
　毎年希望者がおられることか
ら、事業としては中小企業の先端
投資支援にはつながっています。
今後も制度の周知を図っていくこ
とが必要です。
　魅力情報発信冊子の掲載事業者
数79者と概ね計画通りの進捗で
す。

産業経済部/
商工観光労
政課

１ 中小企業・小規模
事業者の経営基盤の
強化
２ 消費者ニーズの創
出
３ まちの賑わいの創
出

商工総務経費
商工団体等育成事業
中小企業振興事業
中小企業融資制度推
進事業
金融審査事業
商工団体等育成事業
中小企業振興事業
商工団体等育成事業
中小企業振興事業

創業者数：31人
信用保証料助成件
数：19件
相談会相談件数：24
件

可能である

個店の魅力向上
（りっとうバル・ま
ちゼミ事業の実施）
創業支援等事業計画
に基づく事業の実施
市内中小事業・小規
模事業者の経営基盤
強化のための支援制
度の実施

進んでいる
創業者数
（延べ）

93人 72人 89人
２（計画通

り）

　創業活動への支援については、
KPIは年31件の目標値を概ね達成
している状況ですが、創業をされ
た事業者が良き納税者となるとい
う最終目標が果たされるよう、関
係機関と連携したフォローアップ
体制を整えていく必要がありま
す。今年度の創業者数89人と概ね
目標値を達成しています。

産業経済部/
農林課

２ 消費者ニーズの創
出

農業振興会運営補助
栗東農業まつり補助

前年度までの農業振
興活動と合わせ、消
費者が農業体験でき
る事業の展開を目指
し、将来的な新規就
農者へ繋げたい。

可能である

前年度までの農業振
興活動と合わせ、消
費者が農業体験でき
る事業の展開を目指
し、将来的な新規就
農者へ繋げたい。

進んでいる － － － －
２（計画通

り）

　栗東農業まつりについては、長
引くコロナ禍からレーク滋賀農業
協同組合等の判断により中止とな
りましたが、農林業の振興支援組
織である農業振興会では、コロナ
禍の中でも感染防止対策を図りな
がら各種事業への参画や出来る事
業を確実に実施してまいりまし
た。

施策名

めざす姿

所管部/
所管課

基本事業

 総合計画評価

施策2
中小企業・小規
模事業者の振興

　商工業者と市民が協働
し、まちのにぎわいづく
りや地域資源の活用に
よって地域経済が活性化
し、雇用が安定していま
す。

主な事務事業
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今年度の目標
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況で目標の達
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施策名

めざす姿

所管部/
所管課

基本事業

 総合計画評価

主な事務事業

産業経済部/
農林課

１ 「農業振興基本計
画」の策定
２ 優良農地の確保と
適正利用の推進
３ 農業生産の充実
４ 農業生産基盤の整
備
５ 森林資源の保全と
活用

農業振興基本計画策
定委託業務
農業振興地域整備計
画見直し委託業務
人・農地プラン推進
事業
野菜等ﾚﾝﾀﾙﾊｳｽ事業
補助
集落営農促進事業
農業人材力強化総合
支援事業
農業振興会運営補助
土地改良事業
土地改良事業補助
経営体育成基盤整備
事業
新たな森林管理ｼｽﾃﾑ
（森林環境譲与税）
こんぜの里周辺施設
の公共施設マネジメ
ントの推進

長引くコロナ禍の影
響により今年度の目
標については、各種
補助施策では通常執
行を見込むが、進捗
遅延が懸念される。
昨年度のコロナ対策
を振り返り、会議手
法や集落への連絡方
法等を鋭意検討しコ
ロナを理由とした事
業の停滞を招くこと
が無いよう取り組ん
でいく。

可能である

農地集積や地域農業
活動の展開により目
標が達せられると考
える。

進んでいる － － － －
２（計画通

り）

　農地集積やまるごとの活動のほ
か、農業関係の補助施策について
もコロナ禍の感染防止対策を図り
ながら例年通りの執行・進捗とな
りました。

農業委員会
事務局

２ 優良農地の確保と
適正利用の推進

優良農地の最適化の
推進事業

「農地等の利用の最
適化の推進に関する
指針」に基づき設定
集積率:66％　遊休農
地現年発生：0㌃

可能である

「農地等の利用の最
適化の推進に関する
指針」に基づき担い
手への農地利用の集
積・集約化、遊休荒
廃農地の未然防止や
解消、新規就農等の
促進に取組む

進んでいる

担い手農家
への農地利
用の集積・
集約化や
遊休農地の
発生防止・
解消を取組
む
【集積率】

66% － 68.7%
２（計画通

り）

　集積率については、計画値より
少し上回り、遊休農地の発生につ
いても抑えられました。

施策4
観光の振興

まちの優れた地域資源の
磨き上げや、市民・事業
者・関係団体・行政が一
体となった周遊型観光の
推進と国内外に対する効
果的な観光情報の発信に
より、来訪者が増加して
います。

産業経済部/
商工観光労
政課

１ 観光資源の磨き上
げ
２ 来訪者の受入環境
の充実
３ 戦略的な情報発信
４ 観光消費の喚起

観光振興事業
観光道路等管理事業
観光物産協会補助

市の認知度、観光魅
力度調査の実施結
果、分析をふまえ、
栗東市観光協会と連
携しながら、アフ
ターコロナを見据え
た魅力ある地域資源
等を活用した事業展
開により観光振興の
活性化を図ってい
く。

可能である

市の認知度、観光魅
力度調査の結果、観
光ビジョン効果検証
をはかるため、令和
５年度を目標年とし
KPI設定を行った。観
光協会と協働により
取り組みを推進し、
観光情報の発信手段
として引き続き包括
連携協定を活用して
いく。

進んでいる
観光入込客
数（宿泊含
む）

1,133千人 447千人 953千人
２（計画通

り）

　新型コロナウイルス流行のた
め、旅行業界全体が不調であり、
目標値を達成できませんでした
が、昨年度に比べ観光入込客は
2.8％の増となっており誘客事業
及び観光コンテンツの提供など一
定の成果があったと判断していま
す。来年度以降についてはアフ
ターコロナを見据え、市の観光入
込客の状況を把握し、状況に応じ
た事業展開をすることが必要で
す。

施策3
農林業の振興

経営主体の強化や担い手
の育成が進み、農地・森
林が保全されるととも
に、地域経済の活性化に
資する持続可能な農林業
が活発に営まれていま
す。
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施策名
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所管部/
所管課

基本事業

 総合計画評価

主な事務事業

施策4
観光の振興

まちの優れた地域資源の
磨き上げや、市民・事業
者・関係団体・行政が一
体となった周遊型観光の
推進と国内外に対する効
果的な観光情報の発信に
より、来訪者が増加して
います。

産業経済部/
農林課

１ 観光資源の磨き上
げ

森林体験交流セン
ター管理運営事業
農畜産物処理加工施
設管理運営事業（ア
グリの郷栗東）
農業振興会運営補助
栗東農業まつり補助
金

金勝山関係施設、農
畜産物処理加工施設
の適正な運営によ
り、コロナ過が継続
する中での観光資源
としての事業継続・
展開を目指す。

可能である

来訪者の増加は、長
引くコロナ禍の状況
にもよるが、終息し
た際には、経済対
策、観光側面での需
要が増加すると考え
られ、事業が進捗す
ると見込んでいる。

進んでいる － － － －
２（計画通
り）

　栗東農業まつりはコロナ禍のた
め中止となりましたが、観光資源
である道の駅２駅による運営状況
では、長引くコロナ禍による一時
的な来客の落ち込みは見られます
が、売上は横ばい傾向にありま
す。年間を通した活動としては平
年並みの事業展開を実施してまい
りました。

産業経済部/
商工観光労
政課

１ 安心して働ける魅
力ある職場づくり
２ 就労支援の促進

勤労者福祉推進事業
就労支援対策事業
同和地区労働者就労
対策事業

就職困難者等の就労
者数（「就職氷河期
世代」「ひきこも
り」「発達障がい
（成人期）」の方々
への就労支援の充実
をはかる）

可能である

市内事業所アンケー
トを活用した事業展
開の検討と、関係機
関と連携した相談業
務の充実に取り組
む。
市内事業所アンケー
トの実施と、アン
ケート結果を活用し
た事業展開の検討お
よび相談業務充実化
に係る相談員の資質
向上を推進。

進んでいる
就職困難者
等の就労者
数

21人 13人 28人
３（上回
る）

　第四次栗東市就労支援計画に基
づき、求職者を対象とした自己理
解やスキル取得に繋がる就職セミ
ナーを行いました。また企業への
働きかけとして雇用需用等の実態
把握のため市内事業所アンケート
を行い、今後の有効な支援事業の
立案にかかる基礎的な資料を得る
ことができました。関係機関との
連携を密にした就労支援の充実と
企業開拓が必要です。

健康福祉部/
社会福祉課 ２ 就労支援の促進

被保護者就労支援事
業

被保護者の就労 可能である

ケースワーカーと連
携を行いながら就労
支援員による就労支
援を実施する。ハ
ローワークなどの外
部機関との調整や協
力関係の継続を図
る。

進んでいる

ハローワー
ク同行等支
援延べ人数
（人）

35人 20人 31人
２（計画通

り）

　コロナ禍の中、就労支援員と
ケースワーカー、ハローワーク等
関係機関と連携を取り、積極的な
就労支援を行うことにより、概ね
計画通り進めることができまし
た。対象者に向き合う中で、引き
続き自立に向けた意識の高揚と就
労阻害要因の把握、関係機関との
連携が必要です。

健康福祉部/
障がい福祉
課

２ 就労支援の促進

自立支援給付等事業
（就労移行支援、就
労継続支援A,B、就
労定着支援）
心身障がい者等福祉
推進経費

就労相談をベース
に、適正な自立支援
給付（就労継続支
援、就労移行支援、
就労定着支援）に努
める。

可能である

一般就労を希望する
人にはできる限り一
般就労ができるよ
う、関係機関と連携
をし、総合的な支援
に取り組む。

進んでいる

就労継続支
援、就労移
行支援の利
用延べ件数

2,900件 1,579件 3,260件
３（上回
る）

　概ね、計画通りに取り組むこと
ができました。就労支援は、就職
（福祉的就労を含む）することだ
けでなく、職場に定着することも
含め、また、暮らしの場の支援も
必要となることから、関係機関と
連携を図りながら取り組む必要が
あります。

子ども青少
年局/子育て
応援課

２ 就労支援の促進 母子福祉推進事業
ひとり親家庭等の生
活の安定と自立に向
けた支援を行う。

可能である

母子・父子自立支援
員等と密接な連携を
図りながら、相互に
協力して、ひとり親
家庭等に対する相談
支援を行う。

進んでいる

滋賀県ひと
り親家庭福
祉推進員設
置人数

９人 ９人 ９人
２（計画通

り）

　令和４年度も９人の推進員を設
置し、ひとり親家庭の支援を行う
ことができました。

施策5
就労の支援

就職困難者等への理解と
受け入れが進み、雇用機
会の広がりと働きやすい
就労環境の実現により、
多様な人々が活躍してい

ます。
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産業経済部/
企業立地推
進課

１ 新たな企業の立地
促進
２ 「まちづくり基本
構想（後継プラ
ン）」の促進

企画調整推進経費
（企業立地）
工場立地推進事業
東部開発推進事業

企業立地推進計画に
基づく産業集積に向
けた地域まちづくり
支援数　１

困難である

企業立地推進計画に
基づく産業集積に向
けた地域まちづくり
の支援

進んでいる

産業集積に
向けた地域
まちづくり
の支援

1件
40%

（進捗率）
40%

（進捗率）
1（未達）

　企業立地に向けたまちづくり支
援を行いました。地域のまちづく
り計画書は策定されていません
が、地域のまちづくり委員会にお
いて、一部の地域で工業系の土地
利用として進めていく方針を示さ
れました。

建設部/道
路・河川課
【国・県事
業対策室】

２ 「まちづくり基本
構想（後継プラ
ン）」の促進

新駅問題調整

基盤整備、企業立地
所管課と連携し、今
後の取り組みの整理
について県と協議し
地元調整を行う。

可能である

基盤整備と企業立地
の進捗状況を踏ま
え、今後の取り組み
の整理について県と
協議し、自治会・地
権者理解を得るよう
調整を行う。

進んでいる － － － －
２（計画通

り）

　基盤整備については、下鈎甲上
鈎線の用地が２件買収でき、R４
に一部工事に着手しました。
　共同土地活用の取り組みのブ
ロックについて、１ブロックが市
道下鈎甲上鈎線の事業用地の代替
え地となったことから、残りは１
ブロックとなりました。

施策6
産業拠点の形成
と企業立地の促
進

交通の要衝として恵まれ
た本市の地域特性と新た
に整備されるインフラの
効果を活かし、新たな産
業拠点の形成や企業立地
が進んでいます。
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第六次栗東市総合計画前期基本計画令和４年度実績　 令和５年７月４日（火）
第１回栗東市総合計画審議会　参考資料３

政策２　教育・子育ての安心を育む
 ◆目標 自己肯定感が高く、笑顔にあふれた子どもを育むまち

今年度の目標
現行の進捗状
況で目標の達
成が可能か

今年度の計画
（取り組み内容）

年度計画に
沿って事業が
進んでいるか

活動指標 計画値
中間値

（R4.9末）
実績

主管課
自己評価

自己評価
（成果と課題）

子ども青少
年局/子育て
応援課

１ 学童保育所の充
実
２ 児童館の充実
５ 子どもを守る仕
組みづくり

学童保育所管理運営
事業
児童館会計年度任用
職員配置事業
児童館管理運営経費
家庭児童相談室運営
事業

治田と治田西小学校
区に民設による新た
な学童保育所を設置
し、児童が安心・安
全に学童保育を利用
できるよう、保育環
境を整える。

可能である

老朽した施設への対
応を図るなど公設施
設の維持管理を含
め、学童保育の運営
支援を行う。

進んでいる
学童保育所
整備クラブ
数

16か所 16か所 16か所
２（計画通

り）

　治田と治田西小学校区で新た
に民設学童保育所を運営する事
業者を募集し、事業者を決定す
ることができました。既存の学
童保育所への継続入所を希望す
る児童が多く、新規事業者の施
設については、PR方法を工夫す
るなど、利用者の獲得につなげ
る必要があります。

子ども青少
年局/幼児保
育課

３ 家庭・地域・学
校の連携強化
５ 子どもを守る仕
組みづくり

子育て環境整備事業
虐待支援事業

非認知能力の育成に
ついて園と家庭との
連携を推進する。

可能である

保育の中で非認知能
力を育つ環境や工夫
について研究を進
め、保護者にも発信
する。

進んでいる － － － －
２（計画通

り）

　パイロット園を中心に、子育
て教育ビジョンの内容について
意見を集約しました。また各園
において非認知能力を育てる保
育教育について研究協議を行い
ました。

教育部/学校
教育課

３ 家庭・地域・学
校の連携強化
５ 子どもを守る仕
組みづくり

児童生徒支援室設置
事業
いじめ防止対策事業
学校サポート支援員
等事業
ケアサポーター派遣
事業

市内の不登校・不適
応にある児童生徒と
その保護者、ならび
に各小中学校の児童
生徒支援の取組を支
援する。

困難である

児童生徒支援室にお
いて、心理的支援、
学習機会の保障、各
校の取組支援を実施
する。市内各校のい
じめ問題について、
いじめ基本方針の見
直し等必要な支援を
行う。

進んでいる
不登校生徒
在籍率(中
学生）

3.69%
計画より下
回っている

6.86% １（未達）

　平成30年度の2.94%より段階的
な低減(0.06%/年)を計画してい
ますが、令和２年度調査におい
て、文部科学省諸課題調査の不
登校計上の方法が変更されたこ
とから、令和３年度よりＫＰＩ
の変更を行いました。不登校に
係る対応については、各学校の
取組と合わせてＳＳＷによる支
援により、不登校・不適応症状
の緩和がみられましたが、虐待
や家庭環境等の児童生徒の背景
に要因をもつものも少なくな
く、各中学校区ごとにＳＳＷが
１名配置できるよう増員が必要
と考えます。

教育部/生涯
学習課

３ 家庭・地域・学
校の連携強化
４ 青少年の健全育
成

青少年育成推進事業
生涯学習講座開催事
業
成人式開催事業
青少年教育推進経費
少年センター運営費

新型コロナウイルス
感染症の予防対策を
講じ、参加者を確保
し実施回数を工夫す
るなど青少年の健全
育成を展開する。

困難である

放課後子ども教室及
び成人式の開催、少
年センターの街頭補
導活動などを通じた
青少年の健全育成を
実施する。

遅れている

放課後子ど
も教室に参
加した児
童・スタッ
フ数

4,000人 823人 2,173人
２（計画通

り）

　新型コロナの影響により、放
課後子ども教室は５小学校区で
の開催となり、かつ期間も短く
なった学区が複数あったため、
計画を下回る結果となりまし
た。その他の街頭補導、成人式
については対策を取りながら実
施し、計画を上回る実績となり
ました。

施策1
子育て環境の充
実

次代の社会を担う子ども
が健やかに育つととも
に、身近な地域において
子育てしやすい環境が整
備されています。

施策名

めざす姿

所管部/
所管課

基本事業 主な事務事業

 総合計画評価
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第六次栗東市総合計画前期基本計画令和４年度実績　 令和５年７月４日（火）
第１回栗東市総合計画審議会　参考資料３

政策２　教育・子育ての安心を育む
 ◆目標 自己肯定感が高く、笑顔にあふれた子どもを育むまち

今年度の目標
現行の進捗状
況で目標の達
成が可能か

今年度の計画
（取り組み内容）

年度計画に
沿って事業が
進んでいるか

活動指標 計画値
中間値

（R4.9末）
実績

主管課
自己評価

自己評価
（成果と課題）

施策名

めざす姿

所管部/
所管課

基本事業 主な事務事業

 総合計画評価

健康福祉部/
健康増進課 ５ 母子保健の推進

母子保健事業（乳幼
児健診）
母子保健事業（妊婦
健診等）

１歳６か月健診受診
率　98.5％　令和２
年度はコロナの影響
により目標に到達し
なかったが、令和３
年度は目標には到達
していないものの回
復した。今年度も令
和３年度と同様、開
催回数を増やすなど
の工夫を行い、目標
設定は令和２年、３
年度同様の設定とす
る（令和３年度中間
評価より上回ってい
る）。

可能である

乳幼児健康診査等の
機会を通じて、望ま
しい生活習慣の形成
と成長・発達を支援
する。また、妊婦健
康診査の受診勧奨な
ど、母子健康手帳の
交付をきっかけに妊
産婦の健康管理を支
援し、リスクの高い
妊産婦等に対して関
係医療機関と連携
し、継続的な支援を
行う。

進んでいる
１歳６か月
児健診受診
率

98.5% 97.1% 98.4%
２（計画通

り）

　健診の案内を個別通知すると
ともに、新型コロナウイルス感
染拡大防止策を講じ一部内容を
変更（実施回数を増やす等）し
たうえで実施しました。また、
受診率は昨年度と比べると上昇
しており、概ね目標値に近い数
値となりました。

子ども青少
年局/子育て
応援課

１ 地域子育て支援
センターの機能充実
２ 家庭養育の支援
３ ひとり親家庭へ
の支援

子育て支援センター
会計年度任用職員配
置事業
地域子育て支援セン
ター事業
母子福祉推進事業
母子家庭自立支援等
給付金事業
母子生活支援施設入
所措置事業

子育ての不安や負担
を軽減できるよう、
子育て支援事業をHP
や広報などで広く周
知し、ニーズに合わ
せた講座を開催す
る。

可能である

市内３か所の地域子
育て支援センターが
連携、協力をし、子
育て相談や子育て講
座などの事業を実施
する。また、子育て
サークルの育成や支
援を進める。

進んでいる
地域子育て
支援拠点利
用人数

57,912人 15,377人 32,512人
２（計画通

り）

　新型コロナウイルス感染症の
影響により、R４年度は夏季の子
育て講座につき、計５講座が中
止やオンライン講座への切り替
え、日程変更などにより実施し
ました。その他の期間について
は、感染症対策の徹底を図りつ
つ、申込定員や事業規模を制限
して実施しました。今後も安心
して利用できるように運営して
いく必要があります。

子ども青少
年局/発達支
援課

２ 家庭養育の支援
４ 切れ目のない発
達支援

たんぽぽ教室運営事
業
幼児ことばの教室運
営事業
発達支援事業

切れ目のない支援の
実現（発達支援シス
テムの強化）

可能である

支援関係機関の相互
連携により、支援体
制の整備を進め「つ
なぎ」を強化する。

進んでいる
発達相談・
検査の件数

1,300件 772件 1,469件
２（計画通

り）

　支援対象者のライフステージ
や個々の特性に応じた支援がで
きるよう、校園、関係機関と連
携した支援業務を行い、計画通
り実施できました。ライフス
テージ移行時に支援が弱くなる
ことから、支援継続のための連
携強化が必要です。

子ども青少
年局/幼児保
育課

２ 家庭養育の支援

職員研修事業（保育
園）
教員研修事業（幼稚
園）

保護者に様々な情報
提供や学習の場を設
ける。

可能である
各園において保護者
研修の計画・実施を
行う。

進んでいる 実施園数 12か園 － 12か園
２（計画通

り）

　保護者への情報発信について
は、園だよりや動画など新たな
ツールを考え、工夫しながら取
り組むことができました。

施策2
子育て家庭への
支援

家庭や地域において、安
心して子育てができる環
境が整備され、すべての
保護者と子どもが健やか
で心豊かに暮らしていま
す。早期からの適切な発
達支援サービスを受ける
ことができ、子どもたち
が集団に適応し健全に
育っています。
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第六次栗東市総合計画前期基本計画令和４年度実績　 令和５年７月４日（火）
第１回栗東市総合計画審議会　参考資料３

政策２　教育・子育ての安心を育む
 ◆目標 自己肯定感が高く、笑顔にあふれた子どもを育むまち

今年度の目標
現行の進捗状
況で目標の達
成が可能か

今年度の計画
（取り組み内容）

年度計画に
沿って事業が
進んでいるか

活動指標 計画値
中間値

（R4.9末）
実績

主管課
自己評価

自己評価
（成果と課題）

施策名

めざす姿

所管部/
所管課

基本事業 主な事務事業

 総合計画評価

子ども青少
年局/幼児保
育課

１ 就学前教育・保
育の提供

職員研修事業（保育
園）
教員研修事業（幼稚
園）
保幼小連携事業
職員研修事業（保育
園）
人材確保支援事業

潜在保育士研修や就
職フェア等の参加に
より、市内園の人材
確保につなげる。

可能である

潜在保育士研修で
は、座学・体験など
を取り入れて魅力あ
る研修内容を行い、
おしごとフェアやお
しごと相談会など保
育の仕事に関してPR
する機会を作る。

進んでいる

潜在保育士
を発掘し、
雇用につな
げる

3名 3名 2名
２（計画通

り）

　就職支援研修を対面とオンラ
インから選択できるようにし、
より参加しやすい方法を考え進
めました。継続していく中で、
少しずつではありますが保育士
確保につながっています。

子ども青少
年局/幼児施
設課

１ 就学前保育・教
育環境の向上
２ 就学前教育・保
育人材の育成・確保

保育所入所事業
幼稚園入所事業
私立保育所運営等補
助
保育園施設維持補修
事業
民間事業者の人材確
保支援

第２期栗東市子ど
も・子育て支援事業
計画の推進。

可能である

第２期栗東市子ど
も・子育て支援事業
計画に基づいての受
け皿確保（整備等）
の実施。

進んでいる

民間保育所
設立数（既
存園のこど
も園への移
行整備数含
む）

1園 1園 1園
２（計画通

り）
　私立保育所１園を開園し、待
機児童の解消に努めました。

教育部/学校
教育課

１ 就学前教育・保
育の提供

保幼小連携事業
特別支援教育推進事
業
学校サポート支援員
等事業

今年度は計画通りに
保幼小接続カリキュ
ラムを実施予定であ
り、コロナ禍を踏ま
えた計画についてよ
りよいカリキュラム
になるよう見直しを
進める。

可能である

各小学校区での取組
を学校だよりや入学
説明会等で保護者へ
伝える。年度末には
保幼小の担当者で振
り返りを行い、次年
度に向けた改善を
行って、令和5年度へ
つなげる。

進んでいる
保幼小接続
カリキュラ
ムの実施

100% 計画通り 100%
２（計画通

り）

　保幼小連携の取組を、新型コ
ロナウイルス感染症の感染防止
対策を講じながら、実施方法や
内容を工夫して可能な限り取り
組むことができました。

施策3
就学前教育・保
育の充実

子育ての意義が深く理解
された地域環境の中で、
家庭が子育てに喜びを感
じ、子どもたちが健やか
に育っています。
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 ◆目標 自己肯定感が高く、笑顔にあふれた子どもを育むまち
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成が可能か
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（成果と課題）

施策名
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所管部/
所管課

基本事業 主な事務事業

 総合計画評価

子ども青少
年局/幼児保
育課

３ 小・中学校、幼
稚園等における給食
の提供

保育所管理運営経費
幼稚園自園給食事業
幼稚園給食材料

感染症対策を講じ、
安心して食事ができ
る保育環境づくりを
行う。

可能である
食事の環境づくりや
食育の取り組みつい
て情報交換を行う。

進んでいる 実施園数 12か園 12か園 12か園
２（計画通

り）

　安心安全な給食の提供を行
い、食の大切さを伝えることが
できました。

教育部/教育
総務課 ２ 教育環境の整備

小学校施設維持補修
事業
小学校大規模改造事
業
中学校施設維持補修
事業
中学校大規模改造事
業

大規模改造等事業計
画を精査し、工事を
適正に発注・委託す
る。

可能である

大宝西小学校大規模
改造事業、葉山東小
学校ＬＥＤ化事業、
栗東中学校グラウン
ド改良事業を実施す
る。

進んでいる

主要大規模
改造事業
（トイレ洋
式化事業含
む

３校 ３校 ３校
２（計画通

り）

　大宝西小学校大規模改造工事
はR６年度末の完成予定で進めて
おり、葉山東小学校ＬＥＤ化工
事はR４.12完了し、栗東中学校
グラウンド改修工事はR４.９に
完了しました。

教育部/学校
教育課

１ 学校教育の充実
２ 教育環境の整備
３ 小・中学校、幼
稚園等における給食
の提供

英語指導助手派遣事
業
児童生徒支援加配教
員配置事業
児童・生徒・教員健
康診断事業
教員研修事業（小学
校・中学校）
地域ぐるみの学校安
全体制整備推進事業
食育の推進

全国学力・学習状況
調査における児童質
問紙の回答を読み解
き、各校の授業改善
につなげる。

可能である

各校で作成している
「わが校の学ぶ力向
上策」の具現化を目
指す。加えて、各校
における研究授業・
授業研究会で得たこ
とを日々の授業改善
に生かしていく。ま
た、各校の学ぶ力向
上学校訪問、事業指
定校における学ぶ力
向上学校訪問、読み
解く力の授業づくり
悉皆研修等を授業改
善に生かす。

進んでいる

授業の内容
がよくわか
る児童（6
年生）の割

合

82% 81.6% 81.6% １（未達）

　全国学力・学習状況調査の結
果をもとに、各校で「学ぶ力向
上策」を作成して授業改善につ
なげる取り組みを行いました
が、「授業の内容がよくわか
る」と回答する児童の割合は目
標値に達しませんでした。タブ
レット端末を効果的に授業に取
り入れるなどの授業改善に努
め、児童が「わかった」と満足
できる授業づくりをめざしま
す。

教育部/学校
給食共同調
理場

３ 小・中学校、幼
稚園等における給食
の提供

給食等を通じた食育
の推進
給食調理等委託業務
学校給食施設管理運
営経費

給食の地場産物の使
用割合３０％達成を
目指す。

困難である
地元食材を活かした
給食提供により、地
産地消を推進する。

進んでいる
給食の地場
産物の使用
割合（％）

30% 20% 20% １（未達）

　安全・安心な給食提供と給食
を通じた食育の推進が図れまし
た。給食の地場産物の使用割合
調査では、滋賀県産物の使用割
合が計画値を下回ったため、来
年度に向け栗東産物の使用も併
せ地産地消を推進していきま
す。

施策4
学校教育の充実

次代を担う児童生徒が心
身ともに健やかに育ち、
心豊かにたくましく生き
る人として市民の期待が
高まっています。
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政策３　福祉・健康の安心を築く
 ◆目標　健康維持に向けた取り組みが進み、地域共生が実現しているまち

今年度の目標
現行の進捗状
況で目標の達
成が可能か

今年度の計画
（取り組み内容）

年度計画に
沿って事業が
進んでいるか

活動指標 計画値
中間値

（R4.9末）
実績値

主管課
自己評価

自己評価
（成果と課題）

健康福祉部/
保険年金課 ２ 疾病の予防

特定健診・特定保健
指導推進事業

第２期データヘルス
計画の最終年度であ
る令和５年度の特定
健診受診率目標値
（60％）を見据えた
令和4年度の目標値
（56.2％）を設定。
未だコロナ禍の影響
による受診控えが懸
念される中で、まず
はコロナ禍前の令和
元年度水準
（40.3％）の回復を
目指す。

困難である

特定健診の受診案内
並びに未受診者への
受診勧奨や、協会け
んぽとの連携による
集団健診の実施に加
え、集団健診と市の
がん検診を同時受診
できる体制づくりや
早期受診者へクオ
カードの進呈等を実
施し受診率の向上を
図る。

遅れている
特定健診受
診率（％）

56.2% 9.5% 39.50% １（未達）

　令和４年度の特定健診受診率
は、３月末時点（暫定値）で
39.5％となり令和３年度実績
（38.6％）より上昇しました
が、コロナ禍前の元年度の水準
（40.3％）までは回復していま
せん。引き続き、健康づくりの
機運を高め受診率向上に向けた
受診勧奨等の取り組みを進めて
いく必要があります。

健康福祉部/
長寿福祉課 ２ 疾病の予防 一般介護予防事業

医療専門職による住
民主体の通い場への
介入により、住民が
介護予防を実践す
る。

可能である

住民主体の通い場に
住民のニーズに応じ
て医療専門職（栄養
士、歯科衛生士、薬
剤師、リハビリ専門
職）を派遣できる体
制をとる。

進んでいる

住民主体の
通い場で低
栄養や薬剤
の適正服用
に係る啓発
回数

20回 23回 35回
３（上回

る）

　新型コロナウイルス感染症拡
大防止のため、一部住民主体の
通い場の活動自粛がみられまし
たが、活動している団体に対し
て啓発、支援を行うことができ
ました。

健康福祉部/
健康増進
課・ワクチ
ン接種推進
室

１ 健康づくりの推
進
２ 疾病の予防
３ 地域に根ざした
食育の推進
４ 地域医療体制の
整備

健康づくり推進事業
予防接種事業
健康増進事業
特定健診・特定保健
指導推進事業
食育推進計画の推進
地域中核病院助成事
業
湖南広域行政組合負
担金（二次救急・休
日急病診療）

ＭＲ定期予防接種率
９５％

可能である

引き続き草津栗東医
師会等の医療機関や
健康づくりカレン
ダー、市ホームペー
ジ等で啓発を行う。
また、乳幼児健診
（１歳半）で未接種
者に対し接種を促
す。また、新型コロ
ナウイルス感染症に
係るワクチン接種を
推進していく。

進んでいる
ＭＲワクチ
ン（１期）
の接種率

95.0% 47.1% 94.5%
２（計画通

り）

 第３次健康りっとう21策定に着手し
ました。令和４年度は、市民アンケー
トの実施を行い、これまでの取り組み
についての評価を行っていました。若
い世代への啓発や新型コロナウイルス
感染症後の健康課題についても検討を
行い計画策定を行っていきます。
 ＭＲ定期予防接種においては年間接
種率は、当初計画値を概ね達成しまし
た。接種率95％を達成するために、令
和５年度も引き続き乳幼児健診等で周
知を行っていく必要があります。
 新型コロナウイルス感染症にかかる
ワクチン接種については、アル・プラ
ザ栗東での集団接種および医療機関で
の個別接種を実施し、感染防止および
重症化予防の一助となりました。
 国において、新型コロナワクチン接
種は、重症者を減らすことを目的に特
例臨時接種の類型を令和６年３月31日
まで延長して実施されることを受け、
本市においても継続実施していきま
す。市民への適切な情報提供と周知を
行っていく必要があります。

施策名

めざす姿

所管部/
所管課

基本事業 主な事務事業

 総合計画評価

施策1
健康づくりと医
療体制の充実

　生涯を通じて市民が自
らの健康について関心を
深め、健康づくりを実践
し、市民一人ひとりが自
分らしく、いきいきと生
活できています。また、
地域医療体制が整備さ
れ、安定した良質な医療
が確保されています。
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年度計画に
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施策名

めざす姿

所管部/
所管課

基本事業 主な事務事業

 総合計画評価

産業経済部/
農林課

３ 地域に根ざした
食育の推進

学校給食栗東産米供
給事業補助金
たんぼのこ体験事業
やまのこ事業

食育事業は、主に学
童を対象として事業
を実施していること
から将来にわたり継
続して実施すること
が重要と考える。農
林業への関心を深め
る施策の継続により
目標が達せられると
考える。

可能である

食育事業は、主に学
童を対象として事業
を実施していること
から将来にわたり継
続して実施すること
が重要と考える。農
林業への関心を深め
る施策の継続により
目標が達せられると
考える。

進んでいる
たんぼのこ
体験事業実
施小学校

9校 9校 9校
２（計画通

り）

　市内各小学校で実施している
たんぼのこ、やまのこ事業でも
コロナ禍の影響はありました
が、感染防止対策を図りながら
事業の中止はなく、代替策を行
うことにより補うことができま
した。

子ども青少
年局/子育て
応援課

３ 地域に根ざした
食育の推進

地域子育て支援セン
ター事業

感染症の拡大防止策
を徹底し、写真や動
画、離乳食の見本な
どを取り入れ、講座
の内容や時期を工夫
して実施する。

可能である

離乳食に対する悩み
や不安をアンケート
などで把握し、感染
症の拡大防止策を十
分にとりながらニー
ズに合わせた内容を
実施していくこと
で、子育て支援や親
育ちを支える講座を
実施する。

進んでいる

子育て講座
「離乳食講
座」の開催
回数

4回 1回 4回
２（計画通

り）

　新型コロナウイルス感染症の
影響により、感染拡大のリスク
を伴う調理や試食などを企画し
た離乳食講座は試食をなしとす
るなど、実施方法を変更して実
施することができました。講座
で離乳食についてのニーズは高
く、今後は乳幼児の特性を考慮
しつつ、写真や動画などを用い
るなど実施方法を工夫していく
必要があります。

子ども青少
年局/幼児保
育課

３ 地域に根ざした
食育の推進

食育推進事業
朝食を摂取している
園児の割合を100％に
する。

可能である
毎月給食会議の開催
と給食だよりを発行
する。

進んでいる

毎朝、食事
を摂取して
いる園児の
割合

100% 95.6% 95.6%
２（計画通

り）

　給食や保育内容を通して、親
子に対して食の大切さを伝える
ことができました。毎朝食事を
摂ることの大切さについては引
き続き各園を通して啓発してい
く必要があります。

教育部/学校
教育課

３ 地域に根ざした
食育の推進

くりちゃん元気いっ
ぱい運動事業

朝食を摂取しないと
生活習慣病につなが
る恐れがあることか
ら、今年度も朝食摂
食率98％を計画値に
設定し、朝食の大切
さについて引き続き
教育、啓発を行って
いく。

可能である

家庭教育・子育てと
保育・学校教育を連
携させ、０歳から15
歳を見通した食育を
推進していく。

進んでいる

朝食摂取率
(小学校5年
※滋賀県調
査の基準学
年）

98% 95.5% 95.5%
２（計画通

り）

　朝食摂食率の結果は、ほぼ計
画値の水準でした。朝食の大切
さに係る教育、啓発について、
継続的に取り組んだ成果が挙げ
られたと考えられます。

教育部/学校
給食共同調
理場

３ 地域に根ざした
食育の推進

食育推進計画の推進

安全・安心な給食提
供を図るため、感染
予防対策として給食
時間の持ち方や特別
給食の形態に工夫や
改善を行う。

可能である

年１１回（８月を除
く）の「給食だよ
り」発行により、児
童・生徒や保護者に
食育啓発を図る。

進んでいる
「給食だよ
り」による
啓発回数

11回 5回 11回
２（計画通

り）

　令和４年度は例年通り年間を
通じた食育推進計画の推進が図
れました。

施策1
健康づくりと医
療体制の充実

　生涯を通じて市民が自
らの健康について関心を
深め、健康づくりを実践
し、市民一人ひとりが自
分らしく、いきいきと生
活できています。また、
地域医療体制が整備さ
れ、安定した良質な医療
が確保されています。
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施策名

めざす姿

所管部/
所管課

基本事業 主な事務事業

 総合計画評価

健康福祉部/
障がい福祉
課

１ 健康を目指すス
ポーツの振興
２ 競技スポーツの
振興

社会参加促進事業
（レクリエーション
スポーツ大会開催補
助金）
滋賀県障がい者ス
ポーツ大会

コロナ禍でのレクリ
エーションスポーツ
大会・視覚障がい者
運動会の開催を模索
するが、障がいのあ
る人とない人との交
流機会の確保という
視点も踏まえて代替
事業も検討し、実施
につなげていく。

困難である

感染症対策を充分に
講じ準備を進め、実
施種目については、
ニュースポーツを取
り入れるなど、工夫
を凝らしたものとな
るようにする。

遅れている

レクリエー
ションス
ポーツ大
会、スポー
ツ大会の参
加人数

880人 105人 105人 １（未達）

　レクリエーションスポーツ大
会は天候などから開催中止とし
ました。障がい特性によっては
マスクの着用や手指消毒などの
感染症対策をとりにくい場合が
あり、また体調管理が難しい人
も多く、開催時期についても考
慮が必要です。

教育部/ス
ポーツ・文
化振興課

１ 健康を目指すス
ポーツの振興
２ 競技スポーツの
振興

スポーツ推進委員設
置事業
学校体育施設開放事
業
生涯スポーツ振興事
業
社会体育施設管理運
営事業
（公益財団法人）栗
東市スポーツ協会補
助
体育振興経費
社会体育施設整備事
業
各種大会開催事業

年度当初の４月末ま
で市民体育館は改修
工事による休館とな
るが、工事中におい
ては、他の施設でカ
バーし、工事終了後
には、改修後の施設
として利用者の増加
を推進していく。

可能である

2025年の第79回国民
スポーツ大会開催に
向けて昨年度後半か
ら今年度にかけ、市
民体育館改修工事を
行ってきたが予定ど
おり終了できた。こ
れにより国スポに向
けた事業を進める。

進んでいる
社会体育施
設の利用者
数

250,000人 105,439人 209,035人 １（未達）

　４月は市民体育館が改修工事
のため利用できませんでした
が、リニューアルオープン後は
利用者数も回復してきました。
また、コロナ禍において、実施
に向けて対策を講じて事業を
行ってきましたが、計画の達成
にはいたりませんでした。

総務部/ひだ
まりの家

１ 暮らしを支える
豊かな地域づくり

ひだまりの家運営管
理経費
隣保館デイサービス
事業

暮らしを支える豊か
な地域づくり

可能である

隣保館デイサービス
事業により介護予防
を柱とした地域交流
を進め、運営審議会
で施策を推進できて
いるか議論してい
く。

進んでいる

隣保館デイ
サービス事
業延べ利用
人数

2,160人 1,076人 2,024人
２（計画通

り）

　コロナ禍が長期化するなか、
感染防止対策を実施したうえ
で、利用者相互の交流を図ると
共に、利用者の健康維持と自立
を促し、生きがいと健康づくり
を通して「人と人とのふれあ
い」を中心とした交流活動を展
開することができた。

市民財政部/
自治振興課

１ 暮らしを支える
豊かな地域づくり

地域コミュニティ推
進事業

現状のコロナ禍の状
況を踏まえつつ、感
染予防対策を万全に
講じての実施開催。

可能である

コロナ禍により、更
なる希薄化が懸念さ
れている地域福祉活
動について、ウィズ
コロナを見据えた中
での各地振協人権・
福祉部会等での開催
検討を進める。

進んでいる

地域振興協
議会福祉部
会講演会等
参加者数
（人）

135人 245人 1,057人
３（上回

る）

　各学区地域振興協議会（人権・福祉
部会）等において、当初企画された研
修会や講演会の多くがコロナ禍の影響
により中止や自治会内での資料回覧と
なったが、講演会の動画配信によりコ
ロナ禍でも参加しやすい環境づくりに
より目標を上回った。今後も、コロナ
禍における地域福祉活動のあり方や参
画手法について検討を進めていく必要
がある。

施策2
スポーツの振興

　スポーツ施設の充実や
市民による主体的なス
ポーツ活動の実践によっ
て、健康づくりに重点を
置いた活力のあるまちに
なっています。

施策3
地域福祉の推進

　人と人のつながりが深
まり、地域での様々な福
祉的課題を我が事として
受け止め、ともに生き、
ともに支え合い、ともに
助け合うことにより、地
域が共生できるまちに
なっています。
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政策３　福祉・健康の安心を築く
 ◆目標　健康維持に向けた取り組みが進み、地域共生が実現しているまち

今年度の目標
現行の進捗状
況で目標の達
成が可能か

今年度の計画
（取り組み内容）

年度計画に
沿って事業が
進んでいるか

活動指標 計画値
中間値

（R4.9末）
実績値

主管課
自己評価

自己評価
（成果と課題）

施策名

めざす姿

所管部/
所管課

基本事業 主な事務事業

 総合計画評価

健康福祉部/
社会福祉課

１ 暮らしを支える
豊かな地域づくり
２ 誰もが安心して
暮らせるネットワー
クづくり
３ 地域福祉を支え
る人づくり

各種団体活動補助
社会福祉協議会活動
推進事業
社会福祉推進経費
住居確保給付金交付
事業
生活困窮者自立相談
支援事業
民生児童委員活動推
進事業

民生委員児童委員に
よる年間相談活動件
数　25,000件

可能である

ウイズコロナの時代
に応じ、徐々に日常
を取り戻し地域住民
に寄り添った民生委
員・児童委員による
相談支援を行う。

進んでいる

民生委員児
童委員の年
間相談活動
件数（件）

25,000件 12,013件 24,032件
２（計画通

り）

　民生委員児童委員による相談
活動については、コロナ禍、感
染対策下であっても、感染対策
に配慮しつつ、支援を必要とさ
れる人への相談、助言、援助活
動を行うことができました。

健康福祉部/
障がい福祉
課

１ 暮らしを支える
豊かな地域づくり
２ 誰もが安心して
暮らせるネットワー
クづくり

心身障がい者等福祉
推進経費
地域生活支援事業
精神障がい者等福祉
推進経費

栗東市自殺対策計画
に基づき、自殺未遂
者対応に取り組むと
ともに、関係各課で
実施する相談や生活
支援の施策をもっ
て、生きることの包
括的な支援に取り組
みます。

可能である

ゲートキーパー研修
を実施し、的確に関
係機関への繋ぎが行
えるよう、職員のス
キルアップを図る。

進んでいる
自殺対策に
係る研修会
の実施

1回 0回 1回
２（計画通

り）

　サロン事業について、前年度
はコロナ禍で時間短縮や開催日
程の調整など行い工夫しながら
実施しましたが、今年度はほぼ
計画通り実施できました。

健康福祉部/
長寿福祉課

１ 暮らしを支える
豊かな地域づくり
２ 誰もが安心して
暮らせるネットワー
クづくり
３ 地域福祉を支え
る人づくり

一般介護予防事業
地域高齢者社会参加
推進事業
生活支援体制整備事
業
認知症サポーター等
養成事業
介護支援ボランティ
ア事業

誰もがいきいきと暮
らせるまちづくりの
推進

可能である

栗東１００歳大学に
ついて、卒業後に
個々が社会参加する
よう、既存の活動団
体から活動紹介や体
験会などを実施。

進んでいる
住民主体の
新たな居場
所の箇所数

1箇所 1箇所 2箇所
２（計画通

り）

　新型コロナウイルス感染症拡
大防止により活動が制限される
なか、生活支援コーディネー
ターが働きかけて新たな居場所
（集い場）を立ち上げることが
できました。

施策3
地域福祉の推進

　人と人のつながりが深
まり、地域での様々な福
祉的課題を我が事として
受け止め、ともに生き、
ともに支え合い、ともに
助け合うことにより、地
域が共生できるまちに
なっています。
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第六次栗東市総合計画前期基本計画令和４年度実績 令和５年７月４日（火）
第１回栗東市総合計画審議会　参考資料３

政策３　福祉・健康の安心を築く
 ◆目標　健康維持に向けた取り組みが進み、地域共生が実現しているまち

今年度の目標
現行の進捗状
況で目標の達
成が可能か

今年度の計画
（取り組み内容）

年度計画に
沿って事業が
進んでいるか

活動指標 計画値
中間値

（R4.9末）
実績値

主管課
自己評価

自己評価
（成果と課題）

施策名

めざす姿

所管部/
所管課

基本事業 主な事務事業

 総合計画評価

建設部/交通
政策課

１ 暮らしを支える
豊かな地域づくり

バリアフリー基本構
想推進事業

「バリアフリー基本
構想」の栗東駅前重
点地区の令和７年度
までの整備を目指し
て点字ブロックの整
備を行う。

可能である
点字ブロックの敷設
を行う。

進んでいる

見直しに係
る現地踏査
回数（回／
年）

3 3 3
２（計画通

り）

成果：「バリアフリー基本構想」の事
業項目の一つである「視覚障害者誘導
用ブロック」（点字ブロック）の設置
工事を年次的に実施する中、昨年度は
Ｌ＝100ｍを整備しました。

課題：年次的に引き続き、計画通り実
施していく必要があります。

教育部/学校
教育課

３ 地域福祉を支え
る人づくり

総合的な学習(人権
教育)、道徳教育

年間計画に基づき、
科学面・心情面の両
面から理解がすすむ
よう取り組みを推進
する。

可能である

新型コロナウイルス
感染防止対策を徹底
しながら、高齢者理
解を総合的な学習の
時間（人権教育）や
道徳教育の中で計画
的に進める。

進んでいる
地域福祉を
支える人づ
くり

－ － －
２（計画通

り）

　コロナ禍でありましたが、ゲ
ストティーチャーとの交流など
を可能な範囲で実施し、ほぼ計
画通りに進めることができまし
た。

産業経済部/
商工観光労
政課

２ 介護予防・健康
づくりと生きがいの
ある暮らしの実現

シルバー人材セン
ター補助等事業

補助金交付もさるこ
とながら、市からの
積極的な業務発注と
いう形の支援も含
め、引き続き高年齢
者の就労機会向上の
ための支援を行う。

可能である

社会における定年年
齢延長の流れによる
シルバー会員確保に
負の影響がないよう
注視しながら、引き
続き高年齢者の就労
機会向上のための支
援を行う。

進んでいる

高年齢者の
就労機会向
上のための
支援

支援 支援 支援
２（計画通

り）

　シルバー人材センターの活動
に対して、市の業務発注をはじ
め会員拡大の取り組み等につい
て支援しました。一方、さらに
多様化する高齢者の就業ニーズ
に応える取り組みも必要です。

施策3
地域福祉の推進

　人と人のつながりが深
まり、地域での様々な福
祉的課題を我が事として
受け止め、ともに生き、
ともに支え合い、ともに
助け合うことにより、地
域が共生できるまちに
なっています。

３（上回
る）

　新型コロナウイルス感染症拡
大防止に努めながら、ボラン
ティア活動やボランティアに係
る研修を実施したことにより、
登録者数が増加しました。

進んでいる

ボランティ
アポイント
制度登録者

数

460人 547人 558人
施策4
高齢者福祉の推
進

　地域共生社会を見据え
た地域包括ケアシステム
の深化・推進により、高
齢期になっても尊厳を保
ち、その人らしい生活が
継続し、互いに助け合
い、健康でいきいきと安
心して暮らせるまちに
なっています。

健康福祉部/
長寿福祉課

１ 地域包括ケアシ
ステムの推進
２ 介護予防・健康
づくりと生きがいの
ある暮らしの実現
３ 認知症施策の推
進
４ 介護予防サービ
ス及び介護予防・介
護サービスの充実

総合相談事業
在宅医療・介護連携
推進事業
生活支援体制整備事
業
一般介護予防事業
生きがいと健康づく
り事業
介護支援ボランティ
ア事業
地域高齢者社会参加
推進事業
認知症施策推進事業
権利擁護事業
成年後見制度利用支
援事業
認知症サポーター等
養成事業
包括的・継続的マネ
ジメント事業
介護給付費等適正化
事業
地域ケア会議推進事
業
介護人材確保事業
介護予防・生活支援
事業

昨年度に引き続き、
「ボランティアポイ
ント登録制度」への
登録について啓発な
どを図る。

地域包括ケアシステ
ムの深化と推進

可能である
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第六次栗東市総合計画前期基本計画令和４年度実績 令和５年７月４日（火）
第１回栗東市総合計画審議会　参考資料３

政策３　福祉・健康の安心を築く
 ◆目標　健康維持に向けた取り組みが進み、地域共生が実現しているまち

今年度の目標
現行の進捗状
況で目標の達
成が可能か

今年度の計画
（取り組み内容）

年度計画に
沿って事業が
進んでいるか

活動指標 計画値
中間値

（R4.9末）
実績値

主管課
自己評価

自己評価
（成果と課題）

施策名

めざす姿

所管部/
所管課

基本事業 主な事務事業

 総合計画評価

健康福祉部/
障がい福祉
課

１ 障がい理解のた
めの啓発の推進
２ 地域生活の基盤
づくりの促進
３ 社会参加の促進
と就労支援の促進

心身障がい者等福祉
推進経費
社会参加促進事業
自立支援等給付事業
地域生活支援事業
成年後見制度利用支
援事業
在宅重度障がい者通
所生活訓練事業
手話通訳設置事業
農福連携の推進

第３期障がい者基本
計画、第６期障がい
福祉計画に基づき、
一人ひとりの個性が
尊重され、みんなが
ともに支え合う共生
社会の実現を目指
し、障がい福祉施策
に取り組む。

可能である

障がい児通所サービ
スにおいては、セル
フプランによる支給
決定が多いことか
ら、発達支援課、健
康増進課、家庭児童
相談室等の関係機関
と連携をし、サービ
ス量の適正化を図
り、自立支援給付の
適正化に努める。

進んでいる

自立支援給
付費、障が
い児通所給
付費の利用
延件数

13,000件 6,097件 16,394件
４（著しく
上回る）

　概ね、計画通りに取り組むこ
とができました。自立支援給
付、障がい児通所給付を中心と
した総合的な障がい福祉サービ
スの提供を実施しました。自立
支援給付、障がい児通所給付は
相談支援業務が基になることか
ら、障がい児者の個々のニーズ
を把握するために、更なる関係
機関との連携や情報共有が必要
です。

産業経済部/
農林課

３ 社会参加の促進
と就労支援の促進

農福連携の推進

農福連携の取り組み
は障がい者就労支援
施設等での取り組み
がされているが、行
政がどの程度傾注す
ればよいのか様子見
の状況である。社会
情勢を注視し目標達
成の必要性を見極め
事業に取り組んでい
く。

可能である

農福連携の取り組み
は障がい者就労支援
施設等での取り組み
がされているが、行
政がどの程度傾注す
ればよいのか様子見
の状況である。社会
情勢を注視し目標達
成の必要性を見極め
事業に取り組んでい
く。

進んでいる － － － －
２（計画通

り）

　ともに働き、ともに活動する
共生社会を目指す農福連携事業
については、民間主導で事業展
開を取り組んでいますが、今
後、障がい者支援施設等との連
携や農業従事者の協力も得なが
ら、取り組みを進めていく必要
があります。

産業経済部/
商工観光労
政課

３ 社会参加の促進
と就労支援の促進

就労支援対策事業

第四次就労支援計画
に基づき、関係機関
と連携しながら個々
の障がいの阻害要因
を克服すべき課題を
あらいだし支援を行
う。

可能である

第四次就労支援計画
に基づき、関係機関
と連携しながら個々
の障がいの阻害要因
を克服すべき課題を
あらいだし支援を行
う。

進んでいる
就職困難者
等の就労支
援

支援 支援 支援
２（計画通

り）

　引き続き、第四次就労支援計
画に基づいた事業の推進のほ
か、窓口での相談を行いまし
た。また個別ケース検討会議に
も参加し、関係機関と連携しま
した。

施策5
障がい者福祉の
推進

　障がいの有無にかかわ
らず、個性を尊重し合
い、みんながともに支え
合うことができる地域社
会における共生が実現し
ています。
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第六次栗東市総合計画前期基本計画令和４年度実績 令和５年７月４日（火）
第１回栗東市総合計画審議会　参考資料３

政策３　福祉・健康の安心を築く
 ◆目標　健康維持に向けた取り組みが進み、地域共生が実現しているまち

今年度の目標
現行の進捗状
況で目標の達
成が可能か

今年度の計画
（取り組み内容）

年度計画に
沿って事業が
進んでいるか

活動指標 計画値
中間値

（R4.9末）
実績値

主管課
自己評価

自己評価
（成果と課題）

施策名

めざす姿

所管部/
所管課

基本事業 主な事務事業

 総合計画評価

施策6
保険・年金制度
の適正な運営

　保険・年金等の社会保
険制度が適切に運営さ
れ、必要とする人が給付
や支援を受けられること
により、市民が暮らしに
安心を感じられるまちに
なっています。

健康福祉部/
保険年金課

１ 国民健康保険制
度の適正な運営
２ 後期高齢者医療
制度の円滑な運営
３ 福祉医療費助成
の実施
４ 国民年金制度の
適正な運営

一般管理経費
国保連合会負担金等
医療費通知作成事業
賦課徴収経費
後期高齢者医療広域
連合納付金
福祉医療助成推進事
業
高齢者福祉医療費助
成事業
重度心身障がい老人
等福祉医療費助成事
業
心身障がい者（児）
福祉医療費助成事業
精神障がい者通院医
療費助成事業
子ども医療費助成事
業
母子家庭等福祉医療
費助成事業
乳幼児福祉医療費助
成事業
国民年金事務経費

保険料の納付漏れが
生じないよう、高齢
である被保険者に後
期高齢者医療制度に
ついて理解頂けるた
めの制度啓発に努
め、収納率の向上を
図る。

可能である

75歳を迎えられる方
が後期高齢者医療制
度に初めてご加入さ
れる際には、丁寧で
分かり易い説明を心
がけた案内文書の送
付に努めるととも
に、保険料の未納付
が生じた場合につい
ても、督促状の送付
前に事前に案内を送
るなど、制度理解が
進むよう取り組むこ
とで収納率の向上を
図る。

進んでいる

後期高齢者
医療保険料
収納率
（％）

99.63% 45.9% 99.48%
２（計画通

り）

　計画値は概ね達成している
が、引き続き納付に向けた啓発
や未納者へ督促等を通じて収納
率の向上に努める必要がありま
す。また、75歳到達により新た
に後期高齢者医療制度に加入さ
れる方へ制度理解のため、分か
りやすい情報提供に努める必要
があります。
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第六次栗東市総合計画前期基本計画令和４年度実績 令和５年７月４日（火）
第１回栗東市総合計画審議会　参考資料３

政策４　暮らしの安心を支える
　◆目標　多様性を認め合い、快適で安全に暮らし続けられるまち

今年度の目標
現行の進捗状
況で目標の達
成が可能か

今年度の計画
（取り組み内容）

年度計画に
沿って事業が
進んでいるか

活動指標 計画値
中間値

（R4.9末）
実績

主管課
自己評価

自己評価
（成果と課題）

総務部/総務
課

２ 人権・同和教育
と啓発の推進
４ 平和教育・啓発
の推進

職員研修経費
平和都市推進事業

平和都市推進ポス
ター募集に限らず、
来庁者にパネル展示
の内容に関心を持っ
ていただける工夫を
していく。

可能である

小学校４年生以上の
児童を対象とした平
和都市推進ポスター
の募集については、
例年通り６月頃に校
長会を通じて各小学
校に依頼する。

進んでいる

平和都市推
進ポスター
募集にかか
る応募者数

20人 9人 9人 １（未達）

　令和４年度の平和都市推進ポ
スターの募集に際して、校長会
にて依頼を行いました。夏季休
暇中はこのような依頼が重複す
るようですが、継続して実施し
ていきます。庁舎ロビーにおい
て７月29日～８月５日までの間
「戦争の記録パネル展」を実施
し、その中において前年度の平
和都市推進ポスター（最優秀
賞・優秀）を展示しました。

総務部/人権
政策課

１ 人権を基本とす
る施策の推進
２ 人権・同和教育
と啓発の推進
３ 人権擁護の推進

人権問題の解決に向
けた施策の推進
市民・事業所への人
権・同和教育と啓発
の推進
人権相談・擁護体制
の充実

過去２年度コロナ禍
により中止・ネット
配信となった講演会
等の事業を、実施方
法や啓発内容に工夫
して開催することに
より、新たな参加者
を呼び込み啓発を広
め、市民の人権意識
の向上を図る。

可能である

新型コロナウイルス
感染防止対策を徹底
し、大ホールでの講
演会を開催する。ま
た、街頭啓発を再開
し公共施設での啓発
用品配布を進め、よ
り多くの市民への人
権啓発事業を実施す
る。

進んでいる

講演など人
権啓発事業
に初めて参
加した人数

50人 26人 39人 １（未達）

　各事業への参加者に対するア
ンケート調査で、人権啓発事業
に初めて参加したかどうかの調
査をしたところ、７/26開催の人
権セミナーでは回収率84％で52
人、12/１開催の人権文化事業で
は回収率82％で26人、合計78人
で平均値39人という結果でし
た。引き続き、より多くの方に
参加いただけるよう工夫をして
いく必要があります。

総務部/ひだ
まりの家

１ 人権を基本とす
る施策の推進

各種講座開催事業
自主活動学級事業
ひだまりの家運営管
理経費
隣保館デイサービス
事業

人権を基本とする施
策の推進

可能である

福祉の向上や人権啓
発の住民交流の拠点
となる開かれたコ
ミュニティセンター
として位置づいてい
るか、地域のニーズ
に似合った事業を総
合的に行っている
か、運営審議会で施
策を推進できている
か議論していく。

進んでいる
ひだまりの
家の来館者
数

40,000人 10,259人 21,564人
２（計画通

り）

　長期化するコロナ禍のなか、
予定していた事業を縮小した
り、内容を変更するなどして、
例年通りの形では実施すること
ができなかったが、人権啓発の
住民交流の拠点として目標は達
成できました。

健康福祉部/
社会福祉課

４ 平和教育・啓発
の推進

戦没者追悼事業
戦没者追悼式典の実
施

可能である

今年度においては、
新型コロナウイルス
感染症拡大防止のた
め、参加人数を絞っ
た上で実施した。

進んでいる

平和祈念戦
没者追悼式
参加者数
（人）

38人 34人 34人
２（計画通

り）

　新型コロナウイルス感染症拡
大に注意を払うなかで、規模を
縮小して来賓・遺族・関係者が
集い、平和祈念戦没者追悼式を
開催しました。

施策名

めざす姿

所管部/
所管課

基本事業 主な事務事業

 総合計画評価

施策1
人権・平和の推
進

・同和問題をはじめとす
るあらゆる人権問題の解
決に向けた取り組みによ
り、差別を許さない風土
が醸成され、一人ひとり
が互いの人権を尊重し合
い、差別や偏見のない住
みよいまちになっていま
す。
・核兵器の廃絶と人類の
恒久平和の実現を目指す
取り組みに市民が高い関
心を持っています。

16　



第六次栗東市総合計画前期基本計画令和４年度実績 令和５年７月４日（火）
第１回栗東市総合計画審議会　参考資料３

政策４　暮らしの安心を支える
　◆目標　多様性を認め合い、快適で安全に暮らし続けられるまち

今年度の目標
現行の進捗状
況で目標の達
成が可能か

今年度の計画
（取り組み内容）

年度計画に
沿って事業が
進んでいるか

活動指標 計画値
中間値

（R4.9末）
実績

主管課
自己評価

自己評価
（成果と課題）

施策名

めざす姿

所管部/
所管課

基本事業 主な事務事業

 総合計画評価

産業経済部/
商工観光労
政課

２ 人権・同和教育
と啓発の推進

企業内人権・同和教
育推進事業
就労支援対策事業
同和地区労働者就労
対策事業

ハローワークをはじ
めとする関係機関と
の連携のもと、同和
対策職業安定協力員
が中心となる中で、
同和地区住民等の就
労困難者を支援し、
安定した就労の推進
を図る。

可能である

従来の啓発手法を保
持しつつ、郵送によ
る情報提供と、同資
料社内回覧などコロ
ナ禍にあっても可能
な方法で取り組む。

進んでいる
人権・同和
教育と啓発
の推進

推進 推進 推進
２（計画通

り）

　企業向け新任担当者及び新規
採用者研修会の実施には至らな
かったが、企業訪問において
は、３年ぶりに対面での企業訪
問を再開し啓発を行いました。
また、同和地区住民等の就労困
難者においては、関係課と連携
して安定した就労の推進を図り
ました。

子ども青少
年局/幼児保
育課

２ 人権・同和教育
と啓発の推進

家庭支援活動事業
職員研修事業（保育
園）
教員研修事業（幼稚
園）

各園において、人権
課題についての学び
合いの場をもち、
日々の保育に活か
す。

可能である

人権研修を行い、各
園での研修目的につ
いて共通理解を図
り、研修を進める。

進んでいる 実施園数 22か園 18か園 22か園
２（計画通

り）

　幼児保育課主催の研修を実施
し、職員に向けて学びの機会を
作り、人権保育の実践に生かす
ことができた。

教育部/学校
教育課

２ 人権・同和教育
と啓発の推進
４ 平和教育・啓発
の推進

教育振興指導経費
人権・平和学習

新型コロナウイルス
感染防止対策を徹底
し、人権学習の公開
授業や授業研究会、
およびその研修会を
安心して実施できる
よう工夫をして進め
る。

可能である

人権・同和教育推進
に係る学校訪問を市
内１２校で実施し、
各校の人権教育推進
に向けた取組が計画
的に行われているこ
とを確認する予定で
ある。

進んでいる － － － －
２（計画通

り）

　コロナ禍ではあったものの、
工夫をしながら人権学習をする
時間を確保しました。しかし、
新型コロナウイルス感染症拡大
の影響から、人権学習の公開授
業や授業研究会、およびその研
修会が縮小や文書開催となった
ところもありました。

教育部/人権
教育課

２ 人権・同和教育
と啓発の推進

社会同和教育推進経
費
同和教育総合調整経
費
地区別懇談会等推進
事業

一人ひとりが互いの
人権を尊重し合い、
差別や偏見のない住
みよいまちをめざ
し、地域が主体的に
取り組む地区別懇談
会の開催をめざすと
ともに、地域の人権
リーダーを育成する
ため人権啓発リー
ダー講座の充実を図
る。

可能である

人権啓発リーダー講
座等の研修において
は、多様化する人権
課題に対応する講座
を開設する。地区別
懇談会の説明会を研
修の場として設定
し、参加者の人権意
識の向上を図る。

進んでいる

人権啓発
リーダー講
座の参加人
数

500人 540人 540人
２（計画通

り）

　人権啓発リーダー講座につい
ては、集合方式を基本としなが
ら一部Web配信を取り入れ、すべ
ての講座を行い、参加者の
97.5％から良かったとの評価が
得られました。地区別懇談会に
ついては感染拡大防止のため41
自治会が書面による開催となり
ましたが、77自治会で集合開催
をしていただきました。地域の
社会同和教育推進員のアンケー
トからは86％の方が「懇談会は
人権・同和問題の認識を深める
ものであった」と回答されてい
ます。しかし、社会同和教育推
進員の姿勢により自治会の主体
性が異なることから、研修等に
より社会同和教育推進員の意識
を高めていく必要があるととも
に、行政職員の「ともに学ぶ」
スタンスを継続することが大切
です。

施策1
人権・平和の推
進

・同和問題をはじめとす
るあらゆる人権問題の解
決に向けた取り組みによ
り、差別を許さない風土
が醸成され、一人ひとり
が互いの人権を尊重し合
い、差別や偏見のない住
みよいまちになっていま
す。
・核兵器の廃絶と人類の
恒久平和の実現を目指す
取り組みに市民が高い関
心を持っています。
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第六次栗東市総合計画前期基本計画令和４年度実績 令和５年７月４日（火）
第１回栗東市総合計画審議会　参考資料３

政策４　暮らしの安心を支える
　◆目標　多様性を認め合い、快適で安全に暮らし続けられるまち

今年度の目標
現行の進捗状
況で目標の達
成が可能か

今年度の計画
（取り組み内容）

年度計画に
沿って事業が
進んでいるか

活動指標 計画値
中間値

（R4.9末）
実績

主管課
自己評価

自己評価
（成果と課題）

施策名

めざす姿

所管部/
所管課

基本事業 主な事務事業

 総合計画評価

教育部/生涯
学習課

４ 平和教育・啓発
の推進

生涯学習講座開催事
業

　新型コロナウイル
ス感染症の予防対策
を講じた平和学習の
実施。

困難である
9小学校区における平
和学習の開催。

遅れている
平和学習に
参加した児
童数

270人 70人 132人
２（計画通

り）

　新型コロナの影響で４学区で
実施できませんでしたが、実施
した学区では子ども達に平和の
大切さを啓発することができま
した。戦争体験者の高齢化に伴
い、体験談を話していただく方
の確保が難しくなってきまし
た。

教育部/ス
ポーツ・文
化振興課

４ 平和教育・啓発
の推進

「平和のいしずえ」
展の開催

「平和のいしずえ」
展会期中の総入館者
数　1,000人

可能である

今年は太平洋戦争開
戦８０周年の年であ
り、改めて戦争の恐
ろしさ、悲惨さを考
える内容の展示とし
ていく。

進んでいる

「平和のい
しずえ」展
会期中の総
入館者数

1,000人 731人 731人 １（未達）

　７月16日から９月４日までを
会期として開催しましたが、入
館者数は目標値に達しませんで
した。終戦から80年近くが経過
し、戦争の時代について伝える
ことが年々難しくなっていま
す。しかしながら、当該事業は
平成２年の開館以来継続してい
るものであり、戦争関係資料の
収集につながっているほか、近
年には他課・他機関主催の平和
学習の講師を依頼されるなど、
当該事業の意義は高まっている
と考えられます。

教育部/図書
館

４ 平和教育・啓発
の推進

平和のいしずえ展の
実施

コロナ禍での図書館
利用のあり方が変わ
る中、利用者に興味
を持ってもらう展示
方法に取組む。

可能である
7月中旬～8月の日程
で「平和のいしずえ
展」を開催する。

進んでいる 展示冊数 200冊 200冊 200冊
２（計画通

り）

　平和教育として利用の多い夏
休み期間を利用し展示を行って
いることから、Ｒ４年度も効果
的な啓発が実施できました。

市民財政部/
自治振興課

１ 男女の人権尊重
と意識づくり
２ 男女の職業と家
庭・地域生活との両
立支援
３ あらゆる分野で
の女性活躍機会の推
進

男女共同参画社会推
進事業
働く権利の保障と働
く場における男女共
同参画の推進・家
庭・地域における男
女共同参画等
各種団体活動補助
（男女共同参画）

令和2年度に策定を
行った「ひとが輝く
パートナープラン」
に掲げる指標（審議
会等における女性委
員の割合）40％を目
標とする。

困難である

審議会等を所管する
関係各課への啓発と
併せ、プランによる
進捗管理とともに目
標指標40％に取り組
む。

遅れている

審議会等に
おける女性
委員の割合
（％）

40% － 35.1% １（未達）

　各種委員会・審議会への啓発
や取組みを行ったが、結果的に
は未達となりました。新プラン
による目標達成のため継続的な
取組みが必要です。

産業経済部/
商工観光労
政課

１ 男女の人権尊重
と意識づくり
２ 男女の職業と家
庭・地域生活との両
立支援

企業内人権・同和教
育推進事業
就労支援対策事業

事業所および労働者
に対し啓発を行い、
パワーハラスメント
防止やワークライフ
バランスの推進を目
指す。

可能である

関連法令等の情報や
啓発資料を提供し、
事業所内での人権啓
発と併せて、同分野
にかかる啓発を行
う。

進んでいる

ハラスメン
ト防止およ
びワークラ
イフバラン
ス推進と啓
発

推進と啓発 推進と啓発 推進と啓発
２（計画通

り）

　計画通り、企業訪問（R３年度
は郵送の手法により実施）と併
せて啓発を実施しました。労働
者および雇い主側の意識の向上
のため、継続的な取り組みが必
要です。

施策1
人権・平和の推
進

・同和問題をはじめとす
るあらゆる人権問題の解
決に向けた取り組みによ
り、差別を許さない風土
が醸成され、一人ひとり
が互いの人権を尊重し合
い、差別や偏見のない住
みよいまちになっていま
す。
・核兵器の廃絶と人類の
恒久平和の実現を目指す
取り組みに市民が高い関
心を持っています。

施策2
男女共同参画の
推進

性別にかかわりなく、す
べての人が様々な場で活
動・活躍し、自己実現で
きる社会が実現していま
す。
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第六次栗東市総合計画前期基本計画令和４年度実績 令和５年７月４日（火）
第１回栗東市総合計画審議会　参考資料３

政策４　暮らしの安心を支える
　◆目標　多様性を認め合い、快適で安全に暮らし続けられるまち

今年度の目標
現行の進捗状
況で目標の達
成が可能か

今年度の計画
（取り組み内容）

年度計画に
沿って事業が
進んでいるか

活動指標 計画値
中間値

（R4.9末）
実績

主管課
自己評価

自己評価
（成果と課題）

施策名

めざす姿

所管部/
所管課

基本事業 主な事務事業

 総合計画評価

子ども青少
年局/幼児保
育課

１ 男女の人権尊重
と意識づくり

男女共同参画推進事
業

保護者研修や園だよ
り等を通して、学習
の場や情報の提供を
行います。

可能である

各園の取り組みにつ
いて共有し、さらに
効果的な啓発につい
て検討をします。

進んでいる 実施園数 12か園 － 12か園
２（計画通

り）

　保護者に向けての啓発は、書
面で行うことが中心となりまし
た。引き続き大事な視点につい
て機会をとらえて伝えていくこ
とが必要です。

子ども青少
年局/子育て
応援課

１ 男女の人権尊重
と意識づくり

母子福祉推進事業

ＤＶ被害者に対し
て、当事者の安全確
保を最優先としつ
つ、関係機関と連携
を図りながら、個々
の状況に応じた相談
対応・支援を行う。

可能である

業務に必要な知識、
技能等を習得し、よ
り充実した相談支援
を行うため、女性相
談員の専門研修の受
講機会を確保する。

進んでいる
ＤＶ相談件
数

90件 － 125件
２（計画通

り）

　女性相談員を配置し、相談者
に寄り添いながら必要な対応を
図ることができました。相談対
応には、法的な知識や専門性も
求められることから、引き続き
研修受講等によりスキルアップ
を図る必要があります。

教育部/学校
教育課

１ 男女の人権尊重
と意識づくり

教育振興指導経費

男女共同参画社会づ
くりの副読本の活用
や、男女共同参画教
材の活用状況調査結
果の周知を通して、
学習の場や情報の提
供を行う。

可能である

新型コロナウイルス
感染防止対策を徹底
するなど、研修会や
講演などが安心して
実施できるよう工夫
をして進める。

進んでいる － － － －
２（計画通

り）

　市内各校に「わたしもあなた
も大切に」という男女共同参画
社会づくりの副読本を配布した
り、令和３年度男女共同参画教
材の活用状況調査結果を周知し
たりすることで、男女共同参画
の周知・啓発に努めました。

市民財政部/
自治振興課

２ 防犯意識の高揚
及び自主防犯活動団
体の育成
４ 消費者の育成と
支援

地域コミュニティ推
進事業
消費生活相談事業
消費者行政推進経費

年間相談件数を年間
250件以下とし、更な
る消費者問題撲滅
（相談件数減少）を
目指す。

可能である

年間相談件数を年間
250件以下とし、更な
る消費者問題撲滅
（相談件数減少）を
目指す。

進んでいる
消費生活等
相談件数

250件以下 84件 202件
３（上回

る）

　令和４年４月の成年年齢引き
下げに対応した情報発信を継続
します。相談件数は全体的には
減少傾向にあります。

市長公室/危
機管理課

１ 防犯体制の充実
２ 防犯意識の高揚
及び自主防犯活動団
体の育成
３ 防犯環境の整備

防犯のまちづくり推
進事業

滋賀県警の令和4年犯
罪抑止目標に併せ
て、前年度の犯罪認
知件数を減らせるよ
う市民と協働により
犯罪被害の防止に取
り組む。

可能である

防犯意識の高揚を図
るため、多くの媒体
で防犯情報の発信を
進めます。また、コ
ロナウイルスの感染
状況や社会情勢を見
極めて地域での活動
支援や出前講座を感
染防止策の上で実施
する。

進んでいる

犯罪認知件
数（H26～
R1平均×
0.9）

218件 199件 280件 １（未達）

　新型コロナウイルス感染症の
感染拡大が増減する中で、市民
活動が自粛傾向にありました。
令和４年度については、コロナ
禍での効率的な防犯意識の向上
の方法を勘案し、実施する必要
がありました。

教育部/生涯
学習課

２ 防犯意識の高揚
及び自主防犯活動団
体の育成

青少年育成推進事業
少年センター運営費

新型コロナウイルス
感染の予防対策を講
じつつ、愛のパト
ロールを中心とした
地域安全活動の展開
を行う。

可能である

栗東市青少年育成市
民会議を中心とした
関係団体と連携した
愛のパトロールなど
の地域安全活動を展
開する。

進んでいる
愛のパト
ロール延べ
参加者数

1,000人 306人 948人
２（計画通

り）

　令和４年度は愛のパトロール
研修会をすることができまし
た。ただ、パトロールについて
は、新型コロナの影響が多少
残っており、コロナ以前の状況
には戻っていませんが、各種関
係団体で取り組んでいただきま
した。

施策3
防犯・消費者保
護の推進

・一人ひとりが防犯意識
を持ち、協力して地域の
防犯力を高め、安全・安
心のまちを実現していま
す。
・すべての消費者が安全
に安心して暮らせる消費
者市民社会が実現してい
ます。

施策2
男女共同参画の
推進

性別にかかわりなく、す
べての人が様々な場で活
動・活躍し、自己実現で
きる社会が実現していま
す。
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第六次栗東市総合計画前期基本計画令和４年度実績 令和５年７月４日（火）
第１回栗東市総合計画審議会　参考資料３

政策４　暮らしの安心を支える
　◆目標　多様性を認め合い、快適で安全に暮らし続けられるまち

今年度の目標
現行の進捗状
況で目標の達
成が可能か

今年度の計画
（取り組み内容）

年度計画に
沿って事業が
進んでいるか

活動指標 計画値
中間値

（R4.9末）
実績

主管課
自己評価

自己評価
（成果と課題）

施策名

めざす姿

所管部/
所管課

基本事業 主な事務事業

 総合計画評価

建設部/交通
政策課

１ 交通安全思想の
普及
２ 交通環境の改善
３ 迷惑駐車の解消
４ 自転車の交通安
全環境の改善

交通安全啓発事業
各種団体活動補助
交通安全対策経費
交通安全施設整備事
業
自転車駐車場管理運
営事業
放置自転車対策事業

関係団体と連携し
て、交通安全教室等
を開催する。

可能である
コロナ禍に配慮した
中で、啓発等の事業
実施を行う。

進んでいる

交通安全意
識の啓発と
して交通安
全教室の実
施回数

18回 15回 18回
２（計画通

り）

成果：:計画どおりの実施ができ
ました。

課題：継続して年次的に実施し
ていく必要があります。

子ども青少
年局/幼児施
設課

２ 交通環境の改善
園外活動（散歩等）
時の安全管理

園外活動経路の交通
安全対策の推進。

可能である

公通安全点検及び危
険箇所等の把握。危
険箇所等との現地確
認の実施。実現可能
な交通安全対策等の
検討と対策の実施。

進んでいる － － － －
２（計画通

り）

　通学路等交通安全プログラム
に基づき、関係機関との協議や
危険箇所の現地確認等を行い、
取りまとめを行いました。ま
た、一部危険箇所等の対策を講
じることが出来ました。

教育部/教育
総務課 ２ 交通環境の改善 児童の交通安全

児童の交通安全の確
保のため、関係部署
と連携を図り対応を
行う。

可能である

学校、PTA、地域が把
握する危険箇所の報
告を受け、通学路等
交通安全プログラム
を実施する。

進んでいる
交通環境の
改善（集団
登校班数）

493班 493班 493班
２（計画通

り）

　学校や地域から危険箇所の報
告を受け、関係部署等と連携を
図り対策を講じました。

教育部/学校
教育課 ２ 交通環境の改善

地域ぐるみの学校安
全体制整備推進事業

今年度もスクール
ガード登録者数500名
を目標とし、新規に
登録していただく方
を一定数確保してい
く。

可能である

学校・園・地域と連
携して子どもたちを
見守っていくため、
各校園において、ス
クールガードリー
ダーによる巡回研修
を実施する。

進んでいる － － － －
２（計画通

り）

　各校のスクールガード数の合
計は500名以上を維持し、引き続
き子どもたちの登下校の見守り
に向けての地域の意識の高揚を
図ることができました。

市民財政部/
自治振興課

１ 多文化共生社会
づくり
２ 国際交流の推進

国際交流事業

コロナ禍の状況を踏
まえ、多文化共生推
進に向けた交流事業
の開催と参加者増を
目標とする。

可能である

世界と出会う玉手箱
（6月）、国際交流を
楽しむ会（9月）、世
界と出会う交流広場
（11月）の開催。異
文化交流サロン（12
月）ロテリアウォー
キング（3月）の開催

進んでいる

多文化共生
イベント参
加者数
（人）

500人 3,059人 5,288人
４（著しく
上回る）

　コロナ禍の影響により中止に
なった事業や語学講座の受講者
の減少がありました。生活相談
内容の複雑化により説明に時間
を要することが課題です。

教育部/学校
教育課 ２ 国際交流の推進

日本語指導などの学
習支援

外国にルーツを持つ
子どもが、それぞれ
のルーツを大切にし
ながら、日常生活で
必要な日本語を身に
つけたり、将来の社
会的自立のために必
要な力を身につけた
り、よりよい学校生
活が送れるようにす
る。

可能である

各校に予算の範囲内
で日本語指導員を派
遣し、外国にルーツ
を持つ子どもが学校
で将来の社会的自立
に必要な力を身につ
けられるようにサ
ポートする。ウクラ
イナから来た児童へ
のサポートも今後必
要である。

進んでいる
日本語指導
員の配置

100% 50% 100%
２（計画通

り）

　外国にルーツをもつ子どもに
それぞれのルーツを大切にしな
がら、よりよい学校生活が送れ
るよう、日本語指導員が巡回し
て学習支援を行っています。対
象となる児童生徒が増加してお
り、より充実させるためには１
名では不十分となりつつありま
す。

施策4
交通安全の推進

一人ひとりの交通安全意
識を高め、正しい交通
ルールと交通マナーの実
践を習慣付けるととも
に、基本的な交通環境を
形成し、道路交通の安全
と円滑性を確保すること
により、限りなく交通事
故がないまちになってい
ます。

施策5
多文化共生の推
進

国籍や民族などの異なる
人々が、互いの文化の違
いを認め合い、地域社会
の構成員として対等な関
係を築きながら、共に暮
らすことができる多文化
共生のまちになっていま
す。
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基本事業 主な事務事業

 総合計画評価

施策6
地域コミュニ
ティの充実

自治会や地域振興協議会
などの地域コミュニティ
が充実し、市民が自分た
ちのまちのことを考え、
自ら行動できる、住民自
治のまちが実現していま
す。

市民財政部/
自治振興課

１ 地域コミュニ
ティ組織の育成・支
援
２ 活動拠点の支援

地域コミュニティ推
進事業
地域コミュニティセ
ンター管理運営経費
自治会ハウス設置事
業

コロナ禍において、
万全な予防対策を講
じた中で、自治会活
動、地域振興協議会
の継続した活動を
行っていくための支
援を行う。

困難である

コロナ禍において、
万全な予防対策を講
じた中で、自治会活
動、地域振興協議会
の継続した活動を
行っていくための支
援を行う。

遅れている
自治会加入
率（％）

95% 91.54% 90.89% １（未達）

　コロナ禍の影響により自治会
活動、コミセン施設利用自粛（R
３.８～R３.９）による停滞が生
じたことを要因として未達とな
りました。コロナ禍における
「新しい生活様式」での活動模
索が課題です。

教育部/生涯
学習課

１ 生涯学習の支援
と充実
２ 生涯学習関連施
設の利用促進

社会教育推進経費
生涯学習啓発推進事
業
生涯学習講座開催事
業
青少年育成推進事業
青少年科学教室開催
事業
観察会等開催事業
自然体験学習セン
ター管理運営事業
学習支援センター管
理運営事業
松くい虫防除事業
観察の森管理運営経
費

新型コロナウイルス
感染症の予防対策を
講じた上で、生涯学
習講座の開催や、自
然観察の森及び自然
体験学習センターの
管理運営を通じた生
涯学習事業の推進。

可能である

はつらつ教養大学な
どの生涯学習講座の
開催や、学習支援セ
ンター、自然観察の
森及び自然体験学習
センターでの生涯学
習事業の推進及び施
設の維持管理。

進んでいる
生涯学習講
座参加者数

1,500人 889人 1,550人
２（計画通

り）

　新型コロナの影響で７月下旬
から８月の事業は概ね中止しま
したが、その他については予定
通り実施できました。ただし、
事業の参加者や施設の利用者な
どの数はまだまだコロナの影響
が残っており減少傾向です。

教育部/ス
ポーツ・文
化振興課

２ 生涯学習関連施
設の利用促進

博物館管理運営事業
資料調査事業
企画展等開催事業

「昔のくらし」は実
施方法を工夫するこ
とで呼び掛けを行
い、参加校数につい
ても計画値をクリア
していく。

可能である

博物館事業について
は、グループに分け
るなど密を避け、や
り方を工夫すること
で実施していく。た
だし「かまどめし」
については、開催を
見合わせている。

進んでいる

博物館教室
「昔のくら
し」参加校
数

20校 9校 19校
２（計画通

り）

　令和３年度に引き続き、新型コロ
ナウイルス感染症対策として、受入
校数・受講人数の制限および館内の
体験メニューの一部変更を行った上
で事業を実施しました。市内６校
（県立校１校を含む）・市外14校の
計20校から受講申し込みがあり、大
雪での中止を除く19校が受講しまし
た。受講校へのアンケートの結果か
ら、学習を深めるという当事業の目
的はおおむね達成していたように思
われますが、個別の意見をふまえ
て、より良い方法を模索するととも
に、受講校数の増加、特に市立小学
校の確実な受講を促すことが課題で
す。

教育部/図書
館

１ 生涯学習の支援
と充実
２ 生涯学習関連施
設の利用促進

図書館管理運営経費
図書等整備事業
図書館コンピュータ
導入事業

少ない資料費を最も
効果的に活用するた
めの購入方針、計画
を作成し取り組みま
す。

可能である
各分類の購入計画に
基づき取組みます。

進んでいる
資料購入冊
数

10,000冊 5,079冊 10,041冊
２（計画通

り）

　予算がR３より300千円増額し
たこと、単価の低い児童書の買
替に取り組んだことから購入冊
数については、一定の成果が
あった。

施策7
生涯学習の推進

市民一人ひとりが生涯を
通じて主体的に「いつで
も、どこでも、だれで
も、いつまでも」自由に
学び、学んだことを活か
せる「人と地域がともに
輝く生涯学習のまち」が
実現しています。
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施策8
文化・芸術の推
進

文化施設の充実や、歴史
的な文化財の保護・継承
を通じて、市民による主
体的な文化・芸術活動が
実践できる、文化的に心
豊かで、歴史や伝統文化
が息づくまちになってい
ます。

教育部/ス
ポーツ・文
化振興課

１ 文化・芸術活動
の振興
２ 文化財の保護・
保全・活用

音楽活動奨励事業
文化協会補助
文化活動推進事業
芸術文化会館管理運
営事業
文化財保護事業
埋蔵文化財調査事業
出土文化財センター
管理運営経費

市指定文化財として
の候補物件を指定で
きるようにしてい
く。

可能である

候補物件について、
文化財審議会に提出
できるよう調査を進
める。またさきらの
年間利用者について
も、目標数値（年間
200,000人）を達成し
ていきたい。

進んでいる
指定文化財
の数

142 141 141 １（未達）
　文化財審議会に２件の文化財
指定を諮問しており、令和５年
度前期に答申される予定です。

市長公室/危
機管理課

１ 防災意識の高
揚、自主防災組織の
育成
２ 地域消防力の強
化
３ 防災基盤の整備
４ 災害危機管理体
制の充実

自衛消防育成事業
消防施設等整備補助
湖南広域行政組合負
担金
消防団員報酬等
消防団活動推進経費
防火水槽・消火栓維
持管理事業
防災活動推進事業
水防活動推進事業
危機管理センター管
理運営経費

政府のウイズコロナ
政策の中で感染対策
を行いながら地区防
災計画策定支援を実
施する。

可能である
同報系防災行政無線
の親卓更新工事の実
施

進んでいる
消防水利の
充足数

100 95.4 95.4 １（未達）

　新型コロナウイルス感染症の
感染拡大が増減する中で、防災
訓練などを中止しました。本年
度も同じ状況ではありました
が、市民の防災意識向上のた
め、機会を見つけて取り組みま
す。

健康福祉部/
社会福祉課

１ 防災意識の高
揚、自主防災組織の
育成

災害時避難行動要支
援者登録制度

災害時避難行動要支
援者登録者数と同意
者の増加

可能である

各担当窓口での案内
や、未登録者への登
録案内の送付を行う
とともに、自治会や
関係機関において活
用方法の周知を図
る。

進んでいる

災害時避難
行動要支援
者登録人数
（同意）

1,800人 1,773人 1,778人
２（計画通

り）

　R３.２月申請分ら申請書を修
正したことにより、登録者から
の同意が得られることとなり、
一層地域での平常時からの見守
りや災害時訓練に活用すること
ができました。
　平常時からの見守り等に活用
できるよう、制度の更なる周知
が必要です。

産業経済部/
農林課

５ 強靭な都市基盤
の整備

土地改良事業

本年度で防災重点農
業用ため池の諸元調
査及び耐震調査を完
了する。

可能である

下谷田池、安養寺
池、宮ヶ谷池、大日
池、奥谷池、八王子
池、稲荷池の諸元調
査及び耐震調査を行
う。

進んでいる

防災重点農
業用ため池
のハザード
マップの作
成及び調査

7（調査） 7 7
２（計画通

り）

　防災重点農業用ため池に指定
されている灰塚池、坊袋池の諸
元調査及び耐震調査を実施しま
した。残る７池の調査について
も管理者と調整し、確実に実施
する必要があります。

建設部/土木
管理課

５ 強靭な都市基盤
の整備

調整池等排水ポンプ
管理事業
急傾斜崩壊対策事業

防災の推進（調整池
等の適切な維持管
理、土砂災害に対す
る安全性の向上）

可能である
調整池の排水ポンプ
（６箇所）の通常保
守点検を実施する。

進んでいる

調整池排水
ポンプの保
守点検の箇
所数

6箇所 6箇所 6箇所
２（計画通

り）

　調整池の排水ポンプ（６箇
所）について通常保守点検を実
施しました。今後の課題として
10年毎のオーバーホールが必要
です。

施策9
防災の推進

災害から市民の生命と財
産を守るため、ハード、
ソフトの両面から整備を
行い、災害の発生の防止
と被害の抑制を図った、
災害に強いまちになって
います。
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第六次栗東市総合計画前期基本計画令和４年度実績 令和５年７月４日（火）
第１回栗東市総合計画審議会　参考資料３

政策４　暮らしの安心を支える
　◆目標　多様性を認め合い、快適で安全に暮らし続けられるまち

今年度の目標
現行の進捗状
況で目標の達
成が可能か

今年度の計画
（取り組み内容）

年度計画に
沿って事業が
進んでいるか

活動指標 計画値
中間値

（R4.9末）
実績

主管課
自己評価

自己評価
（成果と課題）

施策名

めざす姿

所管部/
所管課

基本事業 主な事務事業

 総合計画評価

建設部/住宅課
５ 強靭な都市基盤
の整備

都市計画推進経費
（住宅課）

災害の発生の防止と
被害の抑制のため、
木造住宅の耐震改修
を促進。

可能である

木造住宅無料耐震診
断・補強案作成事業
を通じて、市民に対
し耐震意識の向上を
図り、建築物の耐震
化に努める。

進んでいる

木造住宅無
料耐震診
断・補強案
作成申請受
付数

20件 2件 2件
２（計画通

り）

　活動指標は2件であったもの
の、事業を通じて市民に対し耐
震意識の向上を図ることができ
た。

建設部/道
路・河川課
【国・県事
業対策室】

５ 強靭な都市基盤
の整備

河港・砂防協会等負
担金
平地化事業促進協議
会等補助金

コロナ禍の中、継続
した要望活動を実
施。

可能である

加盟市と連携した要
望活動を実施し、各
事業の促進に繋げ
る。

進んでいる － － － －
２（計画通

り）

　滋賀県が施行する三河川の整
備についてコロナ禍で要望活動
を実施した結果、各事業の促進
に繋げられました。

上下水道事
業所/上下水
道課

５ 強靭な都市基盤
の整備

公共下水道事業
雨水幹線事業につい
て、継続して整備に
取り組む。

可能である

滋賀県が施行する守
山栗東雨水幹線整備
事業に合わせ、出庭5
号雨水幹線支線工事
及び出庭1号幹線の用
地取得を実施する。

進んでいる
雨水幹線整
備率

19.4% － 19.4%
２（計画通

り）

　道路事業と連携し葉山川2-7号
雨水幹線工事を完了することが
できました。
　出庭1号雨水幹線については、
事業に必要な用地の買収を完了
しました。

生活環境部/
環境政策課

１ 「環境基本計
画」「行動計画」の
推進
２ 生活環境の保全
３ 資源循環とごみ
の適正処理の推進

環境基本計画推進事
業
水質・大気等分析調
査事業
公害対策推進経費
墓地公園管理経費
狂犬病予防事業
ごみ減量リサイクル
推進事業
地域環境保全事業
一般廃棄物収集事業
廃棄物収集経費

廃食用油回収量：
2,300ℓ（栗東市環境
基本計画目標指標）

可能である

令和３年度から回収
拠点を増やし、回収
量の増加につなげて
いく。

進んでいる
廃食用油回
収量

2,300ℓ 4,096ℓ 9,302ℓ
４（著しく
上回る）

　令和３年度に新たな回収拠点
として大型食料品販売店を加え
たことにより、計画値を大幅に
上回る結果となりました。
　今後も温室効果ガスの排出の
少ないライフスタイルへと転換
していく「脱炭素社会」に向け
て事業を継続するため、市民周
知の徹底や回収拠点の増設につ
いて検討する必要があります。
　なお、計画値の基礎となる環
境基本計画を令和４年度に改定
し、目標値を10,000ℓに改めまし
た。

生活環境部/
環境セン
ター

３ 資源循環とごみ
の適正処理の推進

一般廃棄物中間処理
施設管理運営委託事
業
最終処分場管理事業
大阪湾広域臨海廃棄
物処理等事業
処理困難物等搬出処
分経費
資源ごみ処理事業
環境センター施設整
備事業
環境センター管理運
営経費
ISO14001推進事業

廃棄物の適正処理及
び再資源化への取り
組み。

可能である

使用済小型家電・
ペットボトル・容器
包装プラスチックの
処理委託、古紙・古
着・びん・金属類・
廃食用油の売却、焼
却灰のリサイクル委
託。

進んでいる
一般廃棄物
の資源化率

30% 26.1% 26.4% １（未達）

　情報のデジタル化による古紙
発生量の減少等がみられたもの
の、容器包装プラスチックの増
加により実績値は前年度と同水
準となりました。令和５年度を
始期とする第三次栗東市環境基
本計画においても従来の目標指
標値を踏襲しており、引き続い
て達成に向けた取り組みを進め
ます。

施策10
循環型社会の推
進

「環境基本条例」の理念
が具現化され、地球環境
問題解決に関する取り組
みが進み、市民・事業
者・行政がそれぞれの役
割を認識し、協働・連携
して、ごみの発生抑制と
再資源化の取り組みによ
り、持続可能な循環型社
会が形成されています。

施策9
防災の推進

災害から市民の生命と財
産を守るため、ハード、
ソフトの両面から整備を
行い、災害の発生の防止
と被害の抑制を図った、
災害に強いまちになって
います。
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第六次栗東市総合計画前期基本計画令和４年度実績 令和５年７月４日（火）
第１回栗東市総合計画審議会　参考資料３

政策４　暮らしの安心を支える
　◆目標　多様性を認め合い、快適で安全に暮らし続けられるまち

今年度の目標
現行の進捗状
況で目標の達
成が可能か

今年度の計画
（取り組み内容）

年度計画に
沿って事業が
進んでいるか

活動指標 計画値
中間値

（R4.9末）
実績

主管課
自己評価

自己評価
（成果と課題）

施策名

めざす姿

所管部/
所管課

基本事業 主な事務事業

 総合計画評価

花と緑の
ガーデン事
業実施団体
数

2団体 1団体 2団体
２（計画通

り）

公園・緑地
の整備や遊
具の修繕数

21個 11個 21個
２（計画通

り）

建設部/住宅
課 ２ 緑化の推進

良好な住環境の整備
促進

緑化の実施率を向上
させる。

可能である

指導要綱の協議に基
づく緑化計画の通り
実施するとともに、
完了届を提出し検査
を受けるよう指導を
徹底する。

進んでいる － － － －
２（計画通

り）

　栗東市開発事業に関する指導
要綱に基づき、開発事業敷地内
の緑化について指導を行い、緑
化の推進を図ることができまし
た。

市長公室/元
気創造政策
課

１ 適正な土地利用
の推進

栗東駅周辺のまちづ
くり

栗東駅周辺まちづく
り基本方針の具現化
に向けた検討

可能である

栗東駅周辺まちづく
り基本方針の具現化
に向け、各部局の取
り組み状況の整理を
行う。

進んでいる

栗東駅公共
用地等の有
効活用に向
けた検討

検討実施
方針の取組
状況の確認

取組状況の
確認を実施

２（計画通
り）

　栗東駅改札口KIOSK跡地につい
ては、跡地壁面の活用を継続実
施しています。
　栗東駅周辺まちづくり基本方
針については、具現化に向けた
活用策の各部局の取り組みにつ
いて、進捗状況の確認を行いま
した。今後の方向性について、
整理・検討が必要です。

建設部/都市
計画課

２ 良質な住宅・宅
地の維持・向上
３ 都市景観の形成
及び市民意識の高揚

地区計画制度の活用
景観まちづくり促進
事業

風格ある都市景観形
成の推進、周辺景観
と調和した景観に配
慮した建築物の誘導

可能である

建築確認申請時や窓
口対応時に風格づく
り会談や景観計画に
基づく説明を継続し
て実施する。

進んでいる
風格づくり
会談申出数

300件 140件 281件 １（未達）

　風格づくり会談の申出件数に
ついては計画を下回ったもの
の、申し出に対し適切な景観形
成の啓発ができました。

建設部/住宅
課

１ 適正な土地利用
の推進
２ 良質な住宅・宅
地の維持・向上

開発指導・開発許可
市営住宅維持補修事
業

長寿命化計画に基づ
く対策工事を実施
し、市営住宅等のス
トックの長寿命化を
図る。

可能である
大橋団地B棟外壁改
修、屋上防水工事を
行う。

進んでいる
長寿命化対
策工事の着
工住戸数

24戸 24戸 24戸
２（計画通

り）

　長寿命化計画に基づき工事を
実施しました。今後とも、計画
どおりの進捗を図ります。

施策13
空き家対策の推
進

市民や団体等の関係者に
よる空き家対策の主体的
な取り組みが進み、快適
で潤いのある住環境・生
活環境が形成されていま
す。

建設部/住宅
課

１ 空き家化の予
防・実態把握
２ 空き家の適正管
理

住宅管理経費

情報提供を通じた管
理不全空家の解消、
空き家バンクの運営
による空き家の利活
用、自治会と協働し
た空家等現況調査に
よる空き家の実態把
握を図る。

可能である

管理不全空家の現場
確認と所有者に対す
る通知、りっとう空
き家バンクの運営を
通じた情報提供と
マッチング、空家等
現況調査の実施。

進んでいる
管理不全空
家が解消さ
れた割合％

60% 44% 62%
２（計画通

り）

　管理不全空家が解消された割
合、空家等現況調査自治会数に
ついては予定通りでしたが、空
き家バンクへの登録者数が少な
く、特に所有者の登録が進まな
かったことが課題です。

公園施設及び遊具の
適正な管理を図る。
緑地の推進
栗東健康運動公園基
本設計の策定

可能である

花と緑のガーデン事
業実施。公園・緑地
の整備や遊具の修
繕。
栗東健康運動公園基
本設計業務の実施

進んでいる

　花と緑のガーデン事業実施に
ついては2団体の実施となりまし
た。
　公園施設及び遊具のついて
は、目標数を達成することがで
きました。引き続き、安全に利
用できる公園づくりに努めてい
きます。

建設部/都市
計画課

１ 公園の整備・管
理の推進
２ 緑化の推進

みんなの広場等整備
事業
公園維持管理事業
公園整備事業
景観まちづくり促進
事業
緑地協定の推進

施策12
住環境・都市景
観の形成

・市民の主体的な取り組
みにより、コンパクトプ
ラスネットワークを基本
としつつ次代につなぐ快
適な都市基盤や風格のあ
る都市景観が整ったまち
になっています。
・地域文化に深い理解を
持ち、地域主体で歴史文
化資源を活用し、歴史や
文化財を次世代に守り伝
えるまちになっていま
す。

施策11
公園・緑地の推
進

豊かな緑が目に触れ、憩
いや遊びの場となる公園
が身近にある、緑にあふ
れた街並みになっていま
す。
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第１回栗東市総合計画審議会　参考資料３

政策４　暮らしの安心を支える
　◆目標　多様性を認め合い、快適で安全に暮らし続けられるまち

今年度の目標
現行の進捗状
況で目標の達
成が可能か

今年度の計画
（取り組み内容）

年度計画に
沿って事業が
進んでいるか

活動指標 計画値
中間値

（R4.9末）
実績

主管課
自己評価

自己評価
（成果と課題）

施策名

めざす姿

所管部/
所管課

基本事業 主な事務事業

 総合計画評価

【上水】
大規模な漏水や水道
管破裂といった事故
を未然に防ぐため、
老朽管更新などの必
要な投資を着実に進
める。

可能である

管路の計画的な更新
を栗東市水道事業整
備計画に基づき実施
していき、今年度は2
地区の（575ｍ）の更
新およびJR草津線の
横断部の送水管布設
に伴う推進工事をお
こなう。

進んでいる
上水道有収
率

93.50% 90.89% 90.85% １（未達）

　令和４年度においても老朽化
による漏水事故が複数件発生し
たことのほか、送水管の切り替
えに伴う管洗浄が長期間に及ん
だことが影響し、有収率が低下
しました。引き続き管路整備計
画に基づき老朽管路の更新に取
り組む必要があります。なお、
これまでの漏水実績を基に、令
和４年度に管路更新計画の見直
しを行い、経過年数のほか土質
情報を加え腐食の影響を考慮す
ることで、より実態に即した優
先度設定となるよう修正をしま
した。

【下水】
引続き経費回収率の
水準が改善できるよ
う、施設維持経費を
抑える。

可能である

汚水処理に要する費
用削減に努めるた
め、管路施設の調査
及び補修を継続し、
11ｋｍの管路調査と
201箇所のマンホール
蓋の交換をおこな
う。

進んでいる 経費回収率 96.66% － 98.26%
３（上回

る）

　収入面では、大口利用者の使
用量が堅調に推移したことで下
水道使用料が前年度と同水準で
維持でき、支出面では流域下水
道維持管理負担金の不明水量が
前年を大きく下回ったことで負
担額が削減できた影響により、
経費回収率は計画を上回りまし
た。現状、不明水量は、年間の
雨水量で増減することから、根
本的な改善には汚水管への雨水
混入を防ぐ対策が必要です。ま
た、県によると、エネルギー価
格の高騰により湖南中部流域下
水道処理場の動力費等が相当影
響を受けており、市町と協定し
ている維持管理負担金単価の見
直しを検討されていことから、
次年度以降については、この影
響を受ける可能性があります。

上下水道事
業所/上下水
道課

１ 安全で安心でき
る水道の構築
２ 強靭な水道の構
築
３ 公共下水道維持
管理の充実
４ 持続可能な上下
水道の構築

水道事業
公共下水道事業

施策14
ライフライン
（上下水道）の
整備

市民生活において必要不
可欠なライフラインであ
る上下水道を市民が安心
して利用でき、また次世
代に継承することができ
るよう持続可能な上下水
道事業が実現していま
す。
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第六次栗東市総合計画前期基本計画令和４年度実績 令和５年７月４日（火）
第１回栗東市総合計画審議会　参考資料３

政策４　暮らしの安心を支える
　◆目標　多様性を認め合い、快適で安全に暮らし続けられるまち

今年度の目標
現行の進捗状
況で目標の達
成が可能か

今年度の計画
（取り組み内容）

年度計画に
沿って事業が
進んでいるか

活動指標 計画値
中間値

（R4.9末）
実績

主管課
自己評価

自己評価
（成果と課題）

施策名

めざす姿

所管部/
所管課

基本事業 主な事務事業

 総合計画評価

建設部/都市
計画課

１ 道路網等の整
備・維持
４ 総合的な交通戦
略の推進

道路整備プログラム
の見直し
交通ネットワークの
検討

戦略的・計画的な利
用しやすい道路網づ
くりの推進

可能である

道路整備状況の情報
共有および道路整備
プログラム見直し策
定を進めている。

進んでいる

道路整備プ
ログラム見
直し検討の
実施率（5
カ年間で実
施を目指
す）

100% 50% 70% １（未達）

　道路ネットワークの検討や整
備状況等の情報共有に努めまし
た。滋賀県道路アクションプロ
グラムとの整合を図る必要があ
るが、県が策定されたプログラ
ムの通知が年度末であったこと
から年度内での道路整備プログ
ラム見直し策定に至りませんで
した。

建設部/道
路・河川課

１ 道路網等の整
備・維持
２ 広域・近隣との
つながりを促進する
基盤整備

市道維持補修事業
国庫補助道路新設改
良事業
単独道路新設改良事
業
地域整備調査事業
国庫補助街路事業
単独街路事業

早期に措置を講ずべ
き状態にある橋梁
（健全度Ⅲ）の損傷
および変状を早期に
修繕し、落橋、倒壊
等の致命的な損傷に
至らないレベルの耐
震化対策を完了させ
る。

可能である

老朽化の著しい橋梁
を計画的に修繕し、
効率的な維持管理を
もって、安全で円滑
な道路交通の確保を
図り、長寿命化によ
るライフサイクルコ
ストの縮減を図る。

進んでいる
橋梁補修件
数

3件 3件 3件
２（計画通

り）

　橋梁補修工事については、橋
梁長寿命化計画に基づき予定通
り完成できました。

建設部/土木
管理課

１ 道路網等の整
備・維持

橋梁の長寿命化
空洞・路面性状調査
道路付属物点検
緊急修繕事業
道路等愛護活動の推
進
狭あい道路の整備

橋梁点検及び道路付
属物点検の実施

可能である
橋梁および道路付属
物の点検を実施す
る。

進んでいる
橋梁点検箇
所数

90箇所 89箇所 89箇所
２（計画通

り）

　全体橋梁（349橋）に対し、年
次的に橋梁点検を実施しまし
た。今後の課題としては開発等
に伴う新たな橋梁が市に帰属さ
れており、点検すべき橋梁が増
えることで点検費用が今後も増
大します。

建設部/交通
政策課

３ 公共交通の充実
４ 総合的な交通戦
略の推進

バス路線対策事業
企画調整推進経費
（交通）

新型コロナウイルス
感染症の影響による
利用者減が最小限に
押さえられるよう、
感染対策についてバ
ス事業者と連携を
図っていく。

可能である

安全・ 安心に配慮し
て利用をしていただ
けるよう、ホーム
ページ等で運行状況
等について情報を発
信していく。

進んでいる

バスネット
ワークの確
保維持とし
て年間バス
利用者数

70,000人 35,784人 70,836人
２（計画通

り）

成果：コロナ禍にあっても、バ
スの利用者数が、ほぼ計画通り
の実績を得ました。

課題：アフターコロナを見据
え、利用者の視点に立ったより
良いあり方を模索していく必要
があります。

建設部/道
路・河川課
【国・県事
業対策室】

２ 広域・近隣との
つながりを促進する
基盤整備

道路・都市計画協会
等負担金
県事業負担金（道
路）

コロナ禍の中、継続
した要望活動を実
施。

可能である

加盟市と連携した要
望活動を実施し、各
事業の促進に繋げ
る。

進んでいる － － － －
２（計画通

り）

　コロナ禍で要望活動を実施し
た結果、国道1号・8号バイパス
や山手幹線等各事業の促進に繋
げられました。

施策15
道路・交通の整
備

道路の整備や交流拠点機
能の強化など利便性の高
い公共交通ネットワーク
の整備を通じて、広域交
流、近隣地域交流が進
み、高齢化や災害等の緊
急時にも対応できる、安
心なまちになっていま
す。
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第六次栗東市総合計画前期基本計画令和４年度実績　 令和５年７月４日（火）
第１回栗東市総合計画審議会　参考資料３

政策５　行政の安心を営む
◆目標　参画したくなる、新時代のパートナーシップを追求するまち

今年度の目標
現行の進捗状
況で目標の達
成が可能か

今年度の計画
（取り組み内容）

年度計画に
沿って事業が
進んでいるか

活動指標 計画値
中間値

（R4.9末）
実績

主管課
自己評価

自己評価
（成果と課題）

２（計画通
り）

市民財政部/
自治振興課

１ 協働によるまち
づくりの推進

市民社会貢献活動促
進事業
ボランティア市民活
動センター助成事業

「未来へつなぐ市民
活動応援事業」登録
団体の支援と併せ、
啓発による新たな活
動団体の活動支援を
実施する。

可能である

「未来へつなぐ市民
活動応援事業」登録
団体の支援と併せ、
啓発による新たな活
動団体の活動支援を
実施する。

進んでいる
ボランティ
ア登録団体
数・人数

150団体
1,500人

166団体
1,680人

145団体
1,756人

２（計画通
り）

　元気創造まちづくり事業実施
団体7団体の内、1団体がコロナ
禍の影響により未実施となりま
した。感染症予防対策をしなが
ら徐々に事業展開しました。

市長公室/元
気創造政策
課

１ 協働によるまち
づくりの推進

多様な主体との連携
に向けた環境整備

協働に取り組める環
境の整備（民間事業
者との包括連携協定
の締結）

可能である

各部局の意向を踏ま
えつつ、民間活力の
活用に向けて民間事
業者との包括連携協
定の締結に向けた調
整を行う。

進んでいる
環境整備に
向けた方策
検討

包括連携協
定の締結に
向けた調整

実施 実施
２（計画通

り）

　民間活力の活用ができる庁内
の環境づくりの一つとして、新
たにあいおいニッセイ同和損害
保険㈱との包括連携協定を締結
し、交通安全や認知症予防セミ
ナーへの講師派遣等、複数の課
の事業で連携事業の取り組みを
進めました。
　今後も引き続き、民間活力を
活用した協働によるまちづくり
が進めらるように多様な主体と
の連携に向けた環境整備の方策
を検討していく必要がありま
す。

市長公室/秘
書広報課

１ 協働によるまち
づくりの推進
２ 市民参画の推進

市政功労者表彰事業
広報発行事業
SNS・メディア活用
事業

施策1
市民参画と協働
の推進

市民活動が活発に行わ
れ、様々な協働によるま
ちづくりが進んでいる元
気で活力のあるまちに
なっています。また、市
民の声が届く優しいまち
が実現しています。

広報、ホームぺー
ジ、SNS等を活用した
わかりやすい情報の
提供と、Facebookの
有効活用に向けた、
ミツケーター（市民
記者）の育成。

進んでいる

パブリック
コメントの
実施回数、
意見数

市民へわかりやすい
情報の提供を行うこ
とをもって、市民の
市政へ関心を高める
とともに、参画の促
進を図る。

可能である ６回　20件 ６回　６件

　従来からの広報紙、ホーム
ページ、Facebookに加え、令和
４年度からはYahoo!くらしを活
用し、タイムリーな情報の提供
に努めました。Facebookのいい
ねの件数こそ計画値に届かな
かったものの、フォロワー数は
前年度末比130人の増加となって
います。また広報紙で取材した
人・モノ・店舗などをミツケー
ターにシェアし投稿を促したこ
とにより、ミツケーターからの
投稿数も大幅に増加しました
（R3：32件→R4：55件）。広聴
事業は、コロナ禍による開催控
えも収まり、出前トークにおい
ては44回の開催、延べ752人の市
民が参加しました。

１回　０件

施策名

めざす姿

所管部/
所管課

基本事業 主な事務事業

 総合計画評価
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第六次栗東市総合計画前期基本計画令和４年度実績　 令和５年７月４日（火）
第１回栗東市総合計画審議会　参考資料３

政策５　行政の安心を営む
◆目標　参画したくなる、新時代のパートナーシップを追求するまち

今年度の目標
現行の進捗状
況で目標の達
成が可能か

今年度の計画
（取り組み内容）

年度計画に
沿って事業が
進んでいるか

活動指標 計画値
中間値

（R4.9末）
実績

主管課
自己評価

自己評価
（成果と課題）

施策名

めざす姿

所管部/
所管課

基本事業 主な事務事業

 総合計画評価

市長公室/元
気創造政策
課

１ 健全な行財政運
営の推進
２ 職員の資質向上
３ 広域連携の推進

企画調整推進経費
（元気創造）
行政改革推進事業
職員提案制度
広域行政推進事業
湖南広域行政組合負
担金

　行財政改革の推進
（事務事業の見直
し、アウトソーシン
グの推進）、広域行
政の推進

可能である

行財政改革推進本部
会議・専門部会を開
催し、行財政改革の
取り組みを進める。
特に事務事業の見直
し、アウトソーシン
グの実施に向けた取
り組みを検討してい
く。近隣市と連携し
た広域行政を推進す
る。

進んでいる
職員提案の
提案数

10件 2件 3件 １（未達）

　第八次行政改革大綱に基づき
行財政改革の取組の推進を図る
ため、今まで取り組みが弱かっ
たとされてきた「チェック機
能」の強化として、令和４年度
以降の実績の評価体制の見直し
を行い、 効果的なＰＤＣＡサイ
クルを推進するための 仕組みづ
くりを行いました。また、大綱
の取り組みを明確化するために
年度推進計画を策定しました。
多様な課題解決のため、組織横
断的なプロジェクトチーム体制
を強化し、スピード感を持って
取り組む必要があります。
　職員提案制度については、提
案数が３件と低調であることか
ら、職員の提案への意識向上も
含めて制度のあり方を見直して
いく必要があります。

実質公債費
比率

14% － －

将来負担比
率

112% － －

標準財政規
模に占める
起債現在高

237% － －

標準財政規
模に占める
財政調整基
金・減債基
金現在高

12.8%以上
維持

－ －

市民財政部/
財政課

１ 健全な行財政運
営の推進

公共施設等管理事業
市有財産管理事業
財政調整基金積立
減債基金積立
市債借入管理事業

財政健全化に向けた
取り組みを進めなが
らも、社会経済情勢
の変化等への対応や
新型コロナウイルス
感染症から市民生活
や地域経済を守るた
めの予算は確保し、
第六次総合計画の政
策である「５つの安
心」に基づく優先度
の高い事業を重点化
して計上していく。

可能である

試行的に進める枠配
分予算による予算編
成について、実施し
た結果を評価・検証
するなかで、更にな
る運用の改善に努め
るとともに、部局レ
ベルでの実施に向け
た働きかけを行って
いく。また、継続的
な行財政改革を推進
するよう庁内の機運
醸成に努め、プライ
マリーバランスの黒
字を維持しながら公
債費の低減に向けた
工夫や財政調整基
金・減債基金の残高
の確保に努めてい
く。

進んでいる

　令和４年度の決算見込みにつ
いては、物価高騰などの影響に
より、市関連施設の光熱水費や
燃料費が大幅に増加した一方、
普通交付税の追加交付や調整債
の活用などにより、当初予算か
ら減債基金の取崩しを一定抑制
することができる見込みです。
（令和５年３月末現在）

－

施策2
効果的・効率的
な行財政運営

行財政改革として、すべ
ての施策・事務事業につ
いて、選択と集中、再
編、見直しを継続的に行
うことにより、財政の健
全化と併せて市民にとっ
て最適な行政サービスを
提供するまちになってい
ます。
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第六次栗東市総合計画前期基本計画令和４年度実績　 令和５年７月４日（火）
第１回栗東市総合計画審議会　参考資料３

政策５　行政の安心を営む
◆目標　参画したくなる、新時代のパートナーシップを追求するまち

今年度の目標
現行の進捗状
況で目標の達
成が可能か

今年度の計画
（取り組み内容）

年度計画に
沿って事業が
進んでいるか

活動指標 計画値
中間値

（R4.9末）
実績

主管課
自己評価

自己評価
（成果と課題）

施策名

めざす姿

所管部/
所管課

基本事業 主な事務事業

 総合計画評価

市民財政部/
契約・管財
課

１ 健全な行財政運
営の推進

公共施設等管理事業
市有財産管理事業

庁舎における新型コ
ロナウイルス感染症
拡大防止を念頭にお
いた適正な維持管
理、および計画的な
維持修繕。

可能である

空調設備をはじめ、
庁舎における各設備
の計画的な修繕、お
よび市有財産の適正
な維持管理に努め
る。

進んでいる
市有財産の
維持管理

適正な管理
適正な管理

の実施
適正な管理

の実施
２（計画通

り）
　市有財産について適正な維持
管理ができました。

総務部/総務
課

１ 健全な行財政運
営の推進
２ 職員の資質向上

職員給与費(一般・
特会）
職員研修経費
職員福祉厚生事業

平成28年度に改定し
た人材育成基本方針
を見直すとともに、
一般職員にも人事評
価制度を導入する。

可能である

効率的・効果的な集
合研修の一環とし
て、引き続き草津市
と共同で集合研修を
行う。また研修内容
については、職階に
応じた今日的な課題
に対応したより実践
的なものとしてい
く。

遅れている

集合研修延
べ出席人数
（階層別・
一般・人
権・同和問
題）

1,100人 533人 1,395人
２（計画通

り）

　上半期はコロナ禍において、
新たな生活様式に則り集合研修
を実施したが、受講者数を制限
せざるを得ず、受講者による各
職場における研修内容の横展開
をしてもらうなどの対応としま
した。下半期からは徐々に従来
の形成期での集合研修を取り入
れることができました。

議会事務局/
議事課

５ 「議会基本条
例」に基づく「市民
によく見え、魅力あ
る議会」の実現

政務活動事業
議会広報発行事業
議会運営経費

栗東市議会基本条例
第８条にある議会報
告会を開催する。

可能である

新型コロナウイルス
感染症の感染防止の
観点から、栗東市議
会YouTubeを活用した
録画映像の配信によ
り行う。

進んでいる
議会報告会
の開催

1回 1回 1回
２（計画通

り）

　コロナ禍の中でも「議会報告
会」が開催できる方法について
模索し、令和４年度は、YouTube
を活用した録画映像の配信によ
り行うことができました。各委
員会が内容の考案、撮影、映像
編集までの全てを趣向を凝らし
て手がけた映像を作成し、活動
を発信することができました。

市民財政部/
契約・管財
課

４ 内部チェック体
制の強化と適正な事
務の実施

一般行政推進経費

新型コロナウイルス
感染症を念頭におい
た適正な契約事務の
執行。

可能である

法令、基準に沿った
公平・公正な入札・
契約事務に努める。
委託業務の最低制限
価格の設定を検討。

進んでいる
入札におけ
る契約成立
率

100% 92% 90%
２（計画通

り）
　適正な入札・契約事務が実施
できました。

総務部/総務
課

２ 情報戦略の推進
３ 個人情報の保護
と情報公開の適正実
施

情報公開・個人情報
保護推進事業

情報公開請求がされ
た時には、迅速かつ
適切に対応する。ま
た、令和５年３月議
会に栗東市個人情報
保護法施行条例を上
程する。

可能である

継続して市が保有す
る情報を広く公開
し、合わせて制度の
啓発も実施する。ま
た、個人情報保護法
施行条例制定に向け
て検討を行い成案化
する。

進んでいる
情報公開制
度の利用状
況

60人 15人 49人
２（計画通

り）

　情報公開請求の件数自体は見
込みよりも少なかったが、それ
ぞれ適切に対応することができ
ました。

施策3
行政サービスの
品質向上

内部チェックを踏まえ
た、公正で適正な事務事
業の実施、また、社会変
化に伴う市民ニーズに対
応した事務事業の実施に
より、行政事務、行政
サービスの品質が向上し
ています。

施策2
効果的・効率的
な行財政運営

行財政改革として、すべ
ての施策・事務事業につ
いて、選択と集中、再
編、見直しを継続的に行
うことにより、財政の健
全化と併せて市民にとっ
て最適な行政サービスを
提供するまちになってい
ます。
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政策５　行政の安心を営む
◆目標　参画したくなる、新時代のパートナーシップを追求するまち

今年度の目標
現行の進捗状
況で目標の達
成が可能か

今年度の計画
（取り組み内容）

年度計画に
沿って事業が
進んでいるか

活動指標 計画値
中間値

（R4.9末）
実績

主管課
自己評価

自己評価
（成果と課題）

施策名

めざす姿

所管部/
所管課

基本事業 主な事務事業

 総合計画評価

総務部/情報
政策課

２ 情報戦略の推進
３ 個人情報の保護
と情報公開の適正実
施

基幹系システム管理
事業
情報系システム管理
事業
統計調査事務経費
指定統計調査費

情報システムは安全
性と効率性を重視
し、クラウドでの運
用を継続して推進す
る。また、汎用電子
申請サービスだけで
なく、ぴったりサー
ビスの運用により、
各種手続きの利便性
向上と行政事務の効
率化を図る。

可能である

ぴったりサービスか
らの電子申請を直接
基幹系で受け付ける
申請管理システムで
導入し、マイナン
バーカードを利用し
た電子申請を整備す
る。

進んでいる
クラウド化
したシステ
ム数

43 41 43
２（計画通

り）

　インターネット閲覧システム
や申請管理システムといった全
庁的に使用するシステムだけで
なく、税務課の家屋評価システ
ムについてもクラウド化し、業
務データの保全対策を講じるこ
とができました。

市税の収納
率（現年度
分）

99.40% 64.68% 99.48%

国民健康保
険税の収納
率（現年度
分）

93.70% 24.93% 94.50%

総務部/総合
窓口課

１ 効率的な総合窓
口業務の実施

戸籍住民基本台帳管
理経費
戸籍機器導入事業
住民基本台帳機器導
入事業
住民基本台帳ネット
ワークシステム導入
事業

マイナンバーカード
の交付円滑化計画に
よる普及促進とあわ
せて、コンビニ交付
利用率30％を目指
す。

可能である

昨年度からマイナン
バーカードの出張申
請受付を継続し、コ
ンビニ交付利用に必
須となるマイナン
バーカードの普及促
進に努める。

進んでいる
コンビニ交
付利用率

30% 32.14% 32.56%
３（上回

る）

　マイナンバーカード出張申請
サポート事業や国のマイナポイ
ント事業により、マイナンバー
カードの交付率が上昇しまし
た。それに伴いコンビニ交付の
利用率が計画値を上回り、証明
書交付のノンストップサービス
の推進を図ることができまし
た。

会計課
４ 内部チェック体
制の強化と適正な事
務の実施

集中管理事業
会計管理経費

支出負担行為の確認
及び支出命令の審査
を適正に行い、迅
速・確実な支出に努
める。

可能である

審査業務における留
意点について、GW等
を通じて調書作成に
関わる職員に周知を
図り、調書作成誤り
を減らせるよう努め
る。

進んでいる

例月出納検
査における
監査委員指
摘件数/全
調書数

1.00% 0.99% 1.09%
２（計画通

り）

　例月出納検査での調書におけ
る指摘件数の割合については概
ね達成できたと考えます。引き
続き会計業務における知識の習
得に努め、正確な審査事務遂行
のために会計課職員の資質の向
上を図っていきます。

監査委員事
務局

４ 内部チェック体
制の強化と適正な事
務の実施

監査事務経費
工事技術監査事業

財務に関する事務の
正確性、合規性の観
点はもとより、経済
性、効率性、有効性
の観点による監査を
充実させる。

可能である

各種監査等が相互に
有機的に連携し行わ
れるよう努める。監
査結果について、よ
りわかりやすい表現
で積極的に公表し市
政に対する市民の信
頼確保に努める。

進んでいる
監査実施件
数

151件 96件 157件
２（計画通

り）

　依然として続くコロナ禍の中
ではあったが、現地に出向いた
監査を予定通り実施すると共
に、その他の監査についても計
画通り執行することができまし
た。

総務部/税務
課

２（計画通
り）

収納率の影響の最小
化。課税客体の把握
の推進。課税の適正
化。

可能である

口座振替の推進を基
本としつつ、金融機
関やコンビニエンス
ストア収納だけでな
く、キャッシュレス
決済を推進する国の
方針を踏まえ、スマ
ホ決済の充実やクレ
ジット納付の実施な
ど納税者の利便性の
向上を図る。

進んでいる

　世界的不安定な情勢が継続さ
れる中、あらたに物価高の要素
が加わり、納税における情勢は
厳しいものがあります。そのよ
うな中、現年度分においては、
過去最高であった昨年並みの収
納率を確保できる見込みです。
滞納繰越分においても、昨年度
（徴収猶予特例制度の特殊要因
を除外した実質収納率30.85％）
を大幅に上回る43.34％を達成し
ました。課題として、経済情勢
が不透明な中、収納率への影響
を最小限に留める必要がありま
す。

施策3
行政サービスの
品質向上

内部チェックを踏まえ
た、公正で適正な事務事
業の実施、また、社会変
化に伴う市民ニーズに対
応した事務事業の実施に
より、行政事務、行政
サービスの品質が向上し
ています。

１ 効率的な総合窓
口業務の実施
４ 内部チェック体
制の強化と適正な事
務の実施

収納管理事業
賦課事業（個人市民
税、法人市民税、固
定資産税、諸税）
過誤納還付金等
徴税経費
賦課徴収経費
保険税還付金・還付
加算金（一般・退
職）
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今年度の目標
現行の進捗状
況で目標の達
成が可能か

今年度の計画
（取り組み内容）
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施策名
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所管部/
所管課

基本事業 主な事務事業

 総合計画評価

市長公室/秘
書広報課

１ 地域資源の活用
２ 多様な機会やメ
ディアの活用

シティセールス推進
事業
広報発行事業
SNS・メディア活用
事業

地域資源を活用した
市の魅力発信。

可能である

市内イベントでのく
りちゃんによるPRに
加え、市外イベント
での情報発信に努め
る。また、市民記者
ミツケーターの育成
とあわせ、ミツケー
ターによる身近な情
報発信に努める。

進んでいる

パブリック
コメントの
実施回数、
意見数

６回　20件 １回　０件 ６回　６件
２（計画通

り）

　令和4年度はくりちゃんの活動の場が増
加し、まちの魅力を発信するために市内
外のイベント等に参加しました。出動回
数：市内27回、県内市外7回、県外2回
　作成した「うますぎる栗東」PRシール
をイベントで配布したほか市内郵便局窓
口にも設置し、「うますぎる栗東」ロゴ
マークの認知度アップにも取組みまし
た。
　うますぎる栗東大使については、新た
に1名を任命しました。新大使を広報紙で
紹介し、あわせて広報番組「うますぎる
栗東」に出演していただくことで、市の
PRに繋げることができました。R4第1回
「うますぎる栗東」（新広報大使出演
回）：YouTubeにアップした動画再生回数
1,601回。

市長公室/元
気創造政策
課

２ 多様な機会やメ
ディアの活用

馬事業企画経費
ふるさとりっとう応
援基金積立金

ふるさと納税の更な
る推進に向けて取り
組む。

可能である

ふるさと納税の更な
る推進：クラウド
ファンディング、企
業版ふるさと納税の
活用・推進

進んでいる
ふるさと納
税受入額

76,200千円 22,593千円 73,888千円 １（未達）

　返礼品取扱業者・品数の拡
大、ガバメントクラウドファン
ディングの活用などにより、寄
附者数・寄附額は年々増加して
います。寄附額について、県内
他市町と比較して極めて低水準
の状況であることから更なる寄
附拡大に向けた取り組み改善を
進めていく必要があります。

産業経済部/
企業立地推
進課

２ 多様な機会やメ
ディアの活用

トップセールスの推
進

企業立地に係るトッ
プセールス件数　２
社

可能である

　新たな設備投資に
係る情報収集、新規
企業の立地に係る面
談

進んでいる
企業立地に
向けたトッ
プセールス

2社 1社 4社
４（著しく
上回る）

　企業立地を進める中で、トッ
プ同士の面談により信頼関係が
築けました。

市長公室/秘
書広報課

４ 馬をコンセプト
にしたシティセール
スの推進

シティセールス推進
事業
広報発行事業
SNS・メディア活用
事業

「馬のまち」に関す
る情報発信の強化。

可能である

広報りっとうに「う
ますぎる栗東大使」
をはじめ、JRAの騎手
の方の紹介、メッ
セージをいただくな
ど市民の皆さんにも
馬を身近に感じてい
ただく取り組みを推
進する。

進んでいる － － － －
２（計画通

り）

　広報紙のうますぎブランド・
企業のページで馬に関する記事
を掲載し、輝く栗東人では若手
騎手を取り上げるなど、馬のま
ち栗東としてのイメージ定着に
努めました。

市長公室/元
気創造政策
課

１ 民間による馬関
連事業の取り組みの
支援
２ 多様なまちづく
り分野における馬の
活用
４ 馬をコンセプト
にしたシティセール

馬事業企画経費
民間事業者と連携し
たホースセラピー事
業

地域資源を活用した
シティセールスによ
るまちの魅力発信

可能である

ふるさと納税制度に
おける馬関連の返礼
品の拡充を行い、馬
のまちのPRを推進す
る。包括連携協定を
活用して馬のまちの
PRを行う。

進んでいる

ふるさと納
税における
返礼品（馬
関連）取扱
事業者数

7社 8社 10社
４（著しく
上回る）

　ふるさと納税における返礼品
の馬関連取扱事業者数を３社増
やし、馬に関連する新たな返礼
品を6品目追加しました。馬関連
取扱事業者を増やし返礼品のさ
らなる拡充を行い、馬のまちの
PRを行っていきます。

産業経済部/
商工観光労
政課

１ 民間による馬関
連事業の取り組みの
支援

観光振興事業

馬事業推進室と連携
し、また様々な情報
を発信する際には観
光協会とも連携しな
がら取り組む。

可能である

観光認知度・魅力度
調査を通じて、
「馬」に関する県外
の人のイメージ等の
把握した上で、次年
度に向けて事業の立
案に努める。

進んでいる
民間企業と
の協働の推
進

推進 推進 推進
２（計画通

り）

　観光ビジョンに基づき、観光
協会が中心となり、地域資源で
ある金勝山の自然や馬をテーマ
とした観光コンテンツや体験ツ
アー等については一定の成果が
ありました。今後は継続敵に活
性化が図れるよう支援を行いま
す。

施策4-2
馬を活かしたま
ちづくりの推進

まちに馬と触れ合える場
所や馬を身近に感じられ
る雰囲気があり、「馬の
まち」として発信される
魅力に人が訪れ、市民が
「馬のまち」を自分たち
の誇りや自慢として語れ
るまちとなっています。

施策4-1
シティセールス
の推進

市民が自らの住むまちの
魅力に愛着や誇りを持
ち、市民一人ひとりが自
信を持って大好きなまち
を紹介できる、または自
慢できるセールスマンと
なっています。
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建設部/都市
計画課

３ 馬とのふれあい
拠点の整備

公園整備事業 基本設計の策定 可能である
栗東健康運動公園基
本設計業務の実施

進んでいる － － － －
２（計画通

り）

　栗東健康運動公園について
は、事業実施に向けた動きを明
確にするため、令和4年12月にＪ
ＲＡの支援を得るための協定を
締結しました。引き続き、繰り
越した基本設計においてサウン
ディング調査を行い、「にぎわ
い施設」と「馬関連施設」の施
設規模を決める必要がありま
す。

子ども青少
年局/幼児保
育課

２ 多様なまちづく
り分野における馬の
活用

馬を活かした取り組
み検討

各園において保育活
動の中で馬を活かし
た取り組みを推進す
る。

可能である

各園より馬を取り入
れた保育活動の方法
について、意見を集
めて市内園全体で取
り組みを進める。

遅れている 実施園数 20か園 0か園 20か園
２（計画通

り）

　公立・法人立のすべての5歳児
クラス対象に、『馬と一緒にし
たいこと』についてポスターを
作成し、市役所ロビーに展示す
ることで広く市民に向けて馬の
まちについてアピールしまし
た。

教育部/ス
ポーツ・文
化振興課

１ 民間による馬関
連事業の取り組みの
支援

馬に親しむ日事業
「馬に親しむ日」入
場者数

困難である
今年度も既に開催さ
れないことが決定し
ている。

遅れている
「馬に親し
む日」入場
者数

－ 開催中止 開催中止 １（未達）
　「馬に親しむ日」事業は、コ
ロナ禍により事業そのものが開
催されませんでした。

施策4-2
馬を活かしたま
ちづくりの推進

まちに馬と触れ合える場
所や馬を身近に感じられ
る雰囲気があり、「馬の
まち」として発信される
魅力に人が訪れ、市民が
「馬のまち」を自分たち
の誇りや自慢として語れ
るまちとなっています。
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